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表 2.1 想定 30 階建物の固有値 
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図 2.4 東遊園地波 






















(a) NS 成分 
(b) EW 成分 
図 2.3 JR 鷹取波 
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 図 2.7 絶対速度の最大値分布 



























































 図 2.9 層間変形角の最大値分
(b) 東遊園地波 (a) 鷹取波 
図 2.8 絶対変位の最大値分布 



































位は，それぞれ 9.0 m/s2, 2.0 m/s, 1.0 m であり，振動台のアクチュエータ放出限界油量は 20 kl
である． 




X, Y - Horizontal Z - Vertical
9.0m/s2 15.0m/s2
2.0m/s 0.7m/s












JR 鷹取波を受ける想定 30 階建物の地震応答解析析における最上層床応答（図 2.11）を振
動台で再現する応答とするため，鷹取目標応答と称する．この鷹取目標応答の EW 成分を
振動台の Y 方向で，NS 成分を X 方向で再現する．鷹取目標応答の最大加速度・速度・変位
は 7.37m/s2, 1.86m/s, 0.78m であり，E-ディフェンスの振動台の限界を超えないものの非常に
近接している．鷹取目標応答を振動台で直接出力した場合に必要となるアキュムレータ放
出油量は，E-ディフェンスの油量計算 に従って算出すると，62.7kl（限界油量 20 kl の約 3
倍）に達する．アクチュエータ放出限界油量から，鷹取目標応答を振動台への直接入力と




















秒の間に NS 方向 1.24 m，EW 方向 0.93 m の最大振幅に達し，さらに 120 秒以降に約 0.50 m
の振幅が多数回繰り返される．ここで，最大振幅を記録する 50~120 秒の応答を 1 次イベン
トと称し，120 秒以後の応答を 2 次イベントと称す．本実験では，提案する増幅システムの
限界に挑戦するために目標応答の最大変位を 1.50 m に設定する．具体的には，NS 方向の応
答加速度を 1.50 m/1.24 m 倍する（図 2.12）．この応答を東遊園地目標応答と称し，この目標
応答の NS 成分を振動台の Y 方向で再現し，EW 成分を X 方向で再現する．表 2.3 によれば，
東遊園地目標応答の最大加速度・速度・変位は 5.08 m/s2, 2.60 m/s, 1.50 m であり，目標応答
の最大速度・変位は E-ディフェンスの振動台の限界を超えている．また，目標応答加速度
を振動台で直接出力した場合に必要となるアキュムレータ放出油量を前節の油量計算 に従
って算出すると，必要油量は 333 kl（限界油量 20 kl の約 16 倍）に達する．振動台の制約条
件とアクチュエータ放出限界油量から，東遊園地目標応答を振動台への直接入力とするこ
とはできない． 
各目標応答を周波数成分に分解すると，図 2.13 のフーリエ振幅スペクトルを得る．図 2.13
において，東遊園地目標応答は 1 次モードの影響が支配的であり，2 次以上の高次モードの






















図 2.11 鷹取目標応答 
(a) X 方向 
(b) Y 方向 
図 2.12 東遊園地目標応答 
























(a) X 方向 
(b) Y 方向 




























図 2.13 各目標応答のフーリエ振幅スペクトル 
(a) X 方向 







定超高層建物の 1 次振動数と 2 次振動数付近においてピークを有する．このことから，鷹
取目標応答を忠実に再現するためには 1 次モード周波数成分だけでなく，2 次モードの周波
数成分も再現する必要がある． 









限界量 振動台 9.0 2.0 1.0 20
鷹取目標応答 7.4 1.9 0.8 63





ステム（図 2.14 の斜線部）を持つ実験システムを利用する．この増幅システムは径 1.0 m
の積層ゴム支承 4 基で支える層を 2 段重ねとし，その間にコンクリートスラブを有する．
このように積層ゴム支承を 2 段重ねにすることで，積層ゴム支承の変形性能を 2 倍にする
ことができ，2 次モードを含む応答を効率的に再現することができる．  
コンクリートスラブの質量と積層ゴム支承は以下のように設計した．まず，実験システム
を 2 質点系と想定し，1 質点目のコンクリートスラブの質量 m1と 2 層目の上部構造物の質
量 m2が等しいと仮定し，1 層目の剛性 k1を 2 層目の剛性 k2の 1.5 倍とする．これによって，
1 次モードの振動が卓越するときの各層間変位は等しくなる．本章では上部構造物が
360,000 kg と推定されていることから，コンクリートスラブの質量も同様に 360,000 kg とす
る．また，増幅システムの各層剛性の目標値として，既往の研究 2-7)を参考に k1=4.86 kN/mm 
k2=3.24 kN/mm と設定する．1 層目に G045 の天然ゴム（せん断剛性公称値 G=0.45 N/mm2）





























(2) Y-direction(a) X 方向 (b) Y 方向 
図 2.14 実験システムの図面 
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G030 の天然ゴム（せん断剛性公称値 G=0.3 N/mm2）を用いた積層ゴム支承 4 基（積層ゴム
外形 Φ =1000 mm, ゴム総厚 H=285 mm）を採用する．水平剛性を K=4・A・G/H によって設
定すると，1 層目の剛性は 4.96kN/mm になり，2 層目の剛性は 3.30 kN/mm になる．積層ゴ
ムの剛性は想定される最大層間変形(0.75m)の 65%の変形ときの割線剛性によって代表させ
る．吊り上げときに，上部構造物の質量は 395,000 kg と，コンクリートスラブの質量は
360,000 kg と計測された．  
実験システムを設計する際に上部構造物を剛体と仮定しているが，上部構造物は 5 層で
あるため，実験システムは 7 質点系とみなされる．ここでは上部構造物を剛体として設定
できることを確認する．本実験システムをせん断 7 質点モデルとしたときの 1 次固有モー







−= ×Φ ΦΦ  (2.1) 
 
このとき，Meij：i 質点目と j 質点目のモード形状差，Φ1i：振動台から i 質点までのモー
ド形状，である． 











積層ゴム層の変形が積層ゴム径 1.0 m に達すると，積層ゴム支承が座屈してしまう恐れが
ある．そのため，本実験では安全性を考慮して積層ゴムの許容層間変形をゴム径の 75 %に
設定する．積層ゴム支承に過大な引張力が作用することは望ましくないことから，積層ゴ
ム支承に作用する引張力応力度 δを 1 N/mm2 以下に抑える．また，積層ゴム支承の面積と引
張応力度から積層ゴムの最大許容引張力 N を 770 kN(N=δ･A)に設定する．これらの実験シス
テムにおける制約条件とあわせ，実験システムとしての制約条件は以下のように整理でき
る． 
① 振動台の最大速度，最大変位 (2.0 m/s, 1.0 m) 
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② アキュムレータの放出限界油量 (20 kl) 
③ 積層ゴムの許容層間変形 (0.75 m) 


































の 75 % と設定した．積層ゴム支承の履歴特性は事前に実施された静的水平載荷試験の結果
を参照してモデル化する．線形と設定する場合の剛性には積層ゴム支承の剛性は許容最大
変形 0.75m の 65%の変形時における割線剛性を採用し，積層ゴム支承の非線形性は弾性ト
リリニアモデル（図 2.15）で表現した．積層ゴム支承を線形に設定した場合と弾性トリリ
ニアに設定した場合の剛性を表 2.4 に示す． 
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2層 4.07 3.02 3.20
















数 T は式(2.5)に導かれる．式(2.6)から，想定 30 階建物の伝達関数と線形モデルの伝達関数
を得ることができる．線形モデルの 2 層目の伝達関数と想定 30 階建物の最上層の伝達関数
を図 2.16 に示す．線形モデルの加振入力波から 2 層目の応答までの伝達関数 T2を式(2.7)に






































( )diag− − −
− −
⎡ ⎤ ⎡ ⎤= =⎢ ⎥ ⎢ ⎥− − −⎣ ⎦ ⎣ ⎦
⎡ ⎤= − −⎣ ⎦
I
A B
M K M D M M
C M K M D
 (2.3a) 
1( ) ( )s s −= −T C I A B  (2.4) 
2
2 1 0
2 4 3 2
3 2 1 0
( ) a s a s aT s
s b s b s b s b
+ += + + + +  (2.5) 
表 2.5 分子分母多項式の係数 
次数 4次 3次 2次 1次 0次
ai 0.00 0.00 0.10 6.51 111.16
bi 1.00 0.90 30.76 6.51 111.16  
上部構造物とコンクリートスラブを剛体と見なし，せん断 2 質点モデルによって実験シ
ステムをモデル化する．また，減衰定数は 3 %であると仮定し，減衰モデルは剛性比例型と
する．線形モデルの 1 次固有振動数 f1は 0.32Hz であり，想定 30 階建物の 1 次振動数との差
は 0.04Hz と近接している．また，このモデルの 2 次固有振動数 f2は 0.82Hz である．モデル
化された実験システムの伝達関数と想定 30 階建物の伝達関数を図 2.16 に示す．図 2.16 で
は，伝達関数 T2 は 2 次振動数以降で急激に応答倍率が低下しているが，2 次振動数までは

































図 2.16 実験システムモデルと想定 30 階建物の伝達関数 
実験システム























図中では実験システムモデルの加振入力波 u から応答 yn までの伝達関数を P，加振入力
波 u を計算するコントローラを W とする．このコントローラ W と実験システムの動特性に
より構成されるフィードバックループにおいて，目標応答 r が再現応答 yn に追従すれば，






























































図 2.18 のコントローラの設計手法としては，ここでは H∞手法とほぼ同等の特性を持つモデ
ルマッチグ手法 2-17)を用いて設計する．このモデルマッチング手法は周波数領域においてフ
ィードバックループの入力から出力までの伝達関数の周波数形状を成形する手法であり，
任意の極配置を行うことに特徴を持つ．つまり，図 2.18 において目標応答 r と再現応答 yn
が一致するようにコントローラを設計することである． 
ここでは設計方法の詳細を示す．実験システムモデルの 2 質点目において目標応答を再
現するので，図 2.18 中の実験システムモデル P は式(2.6)となり，コントローラも同様に，
式(2.7)として与えることができる．制御対象 P とコントローラ W がこのように与えられて
いるとき，目標応答 r に対する再現応答 yn の周波数伝達関数 Try は式(2.8)として表される．
コントローラを設計する際の理想は，この周波数伝達関数 Tryが全ての周波数帯域で応答倍










=  (2.6) 






=  (2.7) 
( ) ( ) ( )( ) ( )
( ) ( )
( ) ( ) ( ) ( )W Pry W P W P1
W s P s N s N s
T s
W s P s M s M s N s N s
= =+ +  (2.8) 
 
目標応答 r に対する再現応答 y の周波数伝達関数 Tryが当該周波数帯域で応答倍率 1，位
相 0 になるように極を配置する．配置した極は，[0.5 0.5 0.7 0.7 5 8 30 30 40 40]×2π である．
これによって形成された周波数伝達特性 Tryの形状を図 2.19 に示す． 
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増幅システムの積層ゴム支承を線形とする場合，図 2.18 より目標応答 r に対する加振入
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のとおりである．一般には，コントローラ W も非線形性を持つ制御対象 P に追従して動特
性が変動するコントローラが望ましい．しかし，本研究では，積層ゴム支承の弾性トリリ
ニアモデルが弱非線形であることから，線形モデルで作成したコントローラ W を用いるこ
とによって加振入力波を同定する．図 2.18 において，実験システムの動特性を示す P は，
実験システムを非線形モデルで表現した状態空間方程式で記述し，それを離散化した逐次
の時刻歴応答計算により加振入力波を同定する． 





入力を作成するために，1 ステップごとに実験システムとコントローラの 2 つの状態空間方
程式を解く必要がある．具体的な計算は，以下の手順で行う．k ステップ目において，目標
応答 rk-1と再現応答 y nk-1の誤差 ekをコントローラ W への入力として用い，式(2.12)の状態空
間方程式を解くことによって加振入力波 ukを得る．この加振入力波 ukを弾性トリリニア実
験システムモデル P への入力として用い，式(2.3)の状態空間方程式を解くことによって再現
応答 ynkを得る．誤差の初期値 e1=0として，上記の作業を nステップ繰り返すことによって，
目標応答を再現するための加振入力波 u を求めることができる． 
 
= +⎧⎨ =⎩
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0 1 0 0 0
0 0 1 0 0 0
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2.5.1 東遊園地目標応答を再現する加振入力波 (補償入力波 A) 
東遊園地目標応答を再現する入力波を作成するため，実験システムを線形とみなした加
振入力波同定手法を用いる．大振幅応答の実現に寄与しない高振動数を実験システムの 2
次振動数 f2 (0.82Hz) 以上の振動数として，ローパスフィルタによってカットして求めた入
力波を補償入力波 A1(図 2.20)と称す．ただし，油量計算によると，補償入力波 A1 の必要油
量(37 kl)は限界油量を 17 kl 超えてしまう．さらに，すべての制約条件を満足するように，
補償入力波 A1 にバンドパスフィルター(0.3~0.5 Hz)を用いて求めた入力波を補償入力波 A2
と称す．補償入力波 A1 を用いてせん断 2 質点モデルの地震応答解析を行うと，図 2.21 のよ
うな結果が得られる．補償入力波 A1，A2 と制約条件との関係とその入力による応答の再現
誤差を表 2.6 と表 2.7 に記す． 
補償入力波 A1 では再現誤差 6 %で目標応答を比較的忠実に再現できている．補償入力波
A1 による振動台の累積変位は 43.3 m であり，2 層床の累積変位は 192.7 m である．増幅シ
ステムの増幅率は 445 %(192.7 m /43.3 m)となるが，補償入力波 A1 の必要油量は限界油量を
超えてしまう．目標応答には元々の入力地震動である東遊園地波がもつ 3 秒を超える長周
期成分（図 2.21）が含まれている．表 2.6 によれば，補償入力波 A1 による積層ゴム支承の
各層の最大変形(1 層: 0.57 m, 2 層: 0.65 m)は，積層ゴムの許容最大変形(0.75 m)に達していな
図 2.20 補償入力波 A1 






















(a) X 方向 
(b) Y 方向 
図 2.21 補償入力波 A1 による数値解析結
果のフーリエ振幅スペクトル 




























(a) X 方向 











表 2.6 制約条件と補償入力波 A の要求量 
1層 2層
限界 1.00 2.00 20.0 0.75 0.75
A1 0.70 0.41 37.0 0.57 0.65
A2 0.17 0.40 19.0 0.51 0.57
補償入力
振動台の制約条件




表 2.7 補償入力波 A の解析による最大応答値と再現性 
X Y X Y X Y
目標 0.93 1.50 3.31 5.43
A1 0.85 1.47 2.83 4.76 3.55 6.23
A2 0.52 0.83 2.52 3.87 21.35 16.79
補償入力







きる．しかし，単純な正弦波では東遊園地目標応答の 1 次イベントや 2 次イベント等の波
形の骨格が持つ起伏を再現することはできない．ここでは，本実験システムに対してより
効率的な目標応答として，元々の目標応答の骨格曲線を拘束条件とした人工目標応答を作


























図 2.22 人工目標応答 
(a) X 方向 
(b) Y 方向 
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成する．具体的には，実験システムの 1 次振動数 f1と同じ振動数を持った正弦波を，式(2. 13)
に示すように，骨格曲線に従って時刻歴で係数倍する．作成された人工目標応答は図 2.22
のようになる．式中では，Tart(t)：人工目標応答，S1(t)：東遊園地目標応答の上部骨格曲線，





( ) sin(2 ) sin(2 ) 0
( )
( )sin(2 ) sin(2 ) 0
S t πf t πf t
T t
S t πf t πf t
≥⎧= ⎨ <⎩
 (2.13) 
2.5.3 人工目標応答を再現する加振入力波 (補償入力波 HL,HN) 
(a) 補償入力波 HL 
人工目標応答に「線形モデル」に対する加振入力波同定手法を用いて入力波形を作成す
ると，補償入力波 HL（図 2.23）が得られる．補償入力波 HL を用いて線形モデルのせん断
2 質点モデルの地震応答解析を行うと，図 2.24 のような結果が得られる．補償入力波 HL と
制約条件との関係とその入力による応答の再現誤差を表 2.8 と表 2.9 に記す． 
表 2.8 では，補償入力波 HL による積層ゴム支承の各層の最大変形(1 層で 0.71 m，2 層で
075 m)になり，積層ゴムの変形能力を最大限に利用している．その結果，入力補償波 HL に
よる振動台の累積変位は 23.3 m になり，補償入力波 A1 による振動台の累積変位(43.3 m)よ
り 20 m 少なくなっている．これによって，補償入力波 HL のアキュムレータ放出油量は 10.5 
kl となり，限界油量 20 kl の半分程度に抑えられている．補償入力波 A1 の結果と比べれば
必要油量は 1/4 程度までに削減できており，増幅システムが極めて効率的に入力を増幅して
いる．補償入力波 HL はすべての制約条件を満足し，表 2.9 においては人工目標応答に対す
る再現誤差は約 0.1 %となっている．  
また，この補償入力波 HL を弾性トリリニアモデルへの入力として，せん断 2 質点モデル







表 2.8 制約条件と補償入力波 HL の要求量 
1層 2層
限界 1.00 2.00 20.0 0.75 0.75
HL 0.23 0.43 10.5 0.71 0.75
補償入力
振動台の制約条件 試験体の制約条件




表 2.9 補償入力波 HL の解析による最大応答値と再現性 
X Y X Y X Y
目標 0.93 1.50 3.31 5.43
線形モデル 0.88 1.41 3.19 5.20 0.01 0.14




(b) 補償入力波 HN 
人工目標応答に「弾性トリリニアモデル」に対する加振入力波同定手法を用いて入力波
形を作成すると，補償入力波 HN（図 2.25）が得られる．補償入力波 HL を用いて線形モデ
ルのせん断 2 質点モデルの地震応答解析を行うと，図 2.26 の結果を得る．補償入力波 HL
と制約条件との関係とその入力による応答の再現誤差を表 2.10 と表 2.11 に記す． 
図 2.26 において再現された応答は人工目標応答が持つピークを比較的忠実にとらえるこ
とができており，実験システムの非線形性を考慮する加振入力波同定手法によって目標応
答を再現できることが示された．この場合に，再現誤差が X 方向と Y 方向において 5%に
なっているが，これは加振入力波を同定する過程において用いたコントローラが線形モデ






















図 2.23 補償入力波 HL 
(a) X 方向 
(b) Y 方向 
























(a) X 方向 
(b) Y 方向 
図 2.25 補償入力波 HN 
図 2.24 補償入力波 HL の数値解析
（フーリエ振幅スペクトル） 






























(a) X 方向 





図 2.26 補償入力波 HN の数値解析
（フーリエ振幅スペクトル） 






























(a) X 方向 












用い，安全性をチェックするために補償入力波 HN の 100%を入力するまでに予備加振とし
て入力波を段階的に係数倍する． 
表 2.10 制約条件と補償入力波 HN の要求量 
1層 2層
限界 1.00 2.00 20.0 0.75 0.75
HN 0.32 0.55 15.8 0.79 0.82
補償入力
振動台の制約条件 試験体の制約条件
変位 (m) 速度 (m/s) 油量 (kl)
層間変形(m)
 
表 2.11 補償入力波 HN の解析による最大応答値と再現性 
X Y X Y X Y
目標 0.93 1.50 4.11 6.54




2.5.4 鷹取目標応答を再現する加振入力波 (補償入力波 TL,TN) 





答波形を図 2.27 に，最大応答値と再現誤差を表 2.13 に示す．非線形モデルに本波形を入力
した場合の目標波形の再現性は著しく低下する． 
目標応答の時刻歴応答では時間の経過とともに，振幅が減衰していく特徴がある．しか
し，補償入力波 TL を非線形モデルに入力することによって再現された応答(図 2.28)は，20
秒を越えてもほぼ一定の振幅が 40 秒ほど続いており，再現された応答は目標応答の特徴を








表 2.12 制約条件と補償入力波 TL の要求量 
1層 2層
限界 1.00 2.00 20.0 0.75 0.75
TL 0.34 1.25 19.3 0.58 0.85
補償入力
振動台の制約条件 試験体の制約条件




表 2.13 解析による補償入力波 TL の再現性 
X Y X Y X Y
目標 0.63 0.78 7.37 7.04
線形モデル 0.59 0.79 6.71 6.30 12.06 11.73
非線形モデル 0.61 0.77 6.66 6.33 39.05 32.75




図 2.29 補償入力波 TL による弾性トリリニア
モデルの再現応答(フーリエ振幅スペクトル）





























(a) X 方向 





図 2.27 補償入力波 TL 






















(a) X 方向 
(b) Y 方向 
























(a) 目標応答 (X 方向) 




(b) 補償入力波 TN 
鷹取目標応答を目標応答 rとして「弾性トリリニアモデル」により加振入力波を作成した．
これを補償入力波 TN と称す．この補償入力波 TN を弾性トリリニア実験システムモデルへ
の入力として時刻歴応答解析を行うと，その解析結果は図 2.30 となる．各解析結果の応答
最大値と目標最大値による再現誤差を表 2.14 に記す． 




リリニアモデルに補償入力波 TL を入力した場合の再現誤差は 56%になるのに対して，補償




























(a) 目標応答 (X 方向) 
(b) 再現応答 (X 方向) 
図 2.31 補償入力波 TN による弾性ト
リリニアモデルの再現応答 























図 2.30 補償入力波 TN 
(a) X 方向 
(b) Y 方向 




























図 2.32 補償入力波 TN による弾性トリリニアモ
デルの再現応答(フーリエ振幅スペクトル） 
(a) X 方向 






表 2.14 制約条件と補償入力波 TN の要求量 
1層 2層
限界 1.00 2.00 20.0 0.75 0.75
TN 0.30 1.18 16.2 0.52 0.74
補償入力
振動台の制約条件 試験体の制約条件
変位 (m) 速度 (m/s) 油量 (kl)
層間変形(m)
 
表 2.15 解析による補償入力波 TN の再現性 
X Y X Y X Y
目標 0.63 0.78 7.37 7.04
















比較的大きな入力となっている．このランダム波の周波数帯は 0.12~10 Hz ，RMS 値は
0.73m/s2 である．表 2.16 にはランダム波の振幅を段階的に増やして実験システムへ入力する
ことによって得た固有振動数と積層ゴム支承の最大変形を記している．表 2.16 において，



































表 2.16 実験システムの動特性 
1次 2次 1st 2nd
40% 0.37 0.99 0.19 0.16
60% 0.35 0.99 0.34 0.27
80% 0.34 0.95 0.47 0.35




(b) 1 周期正弦波入力によるシステム同定 
実験システム特性を把握するために大振幅の自由振動実験を実施した．実験システムを
効率的に応答させることを目的とし，解析モデルの 1 次振動数 f1=0.32 Hz を参照し，振動台
への入力波としては振動数 0.30 Hz の 1 周期正弦波を採用した．1 周期正弦波の加速度振幅
を 1.5 m/s2 としたときの，積層ゴムの最大層間変形は 0.6 m に達した．この実験による実験
システムの特性は表 2.17 のようになる． 
実験で想定する大振幅再現時に近い層間変形を生じ．入力加速度振幅 1.5 m/s2 の場合にお
いて，実験システムの第 1 次振動数は約 0.32 Hz，減衰定数は約 3 %となり，実験システム
をモデル化した際の値にほぼ一致している． 1 次モードが卓越する自由振動において，1
層と 2 層の最大層間変形はほぼ等しく，実験システムの 2 層床応答加速度と屋上の応答加
速度の再現誤差は 0.06 %で，2 層床と屋上ではほぼ同じ応答が再現されている． 以上の結
果から，実験システムは設計時に意図した性能を有し，同定された諸量も解析モデルにお
いて想定した諸量にほぼ等しくなっている． 
表 2.17 実験システムの特性 
振動数 (Hz) 減衰 (%)
1層 2層 1次 1次
1.00 0.39 0.36 0.33 2.87













この実験による再現応答と鷹取目標応答のフーリエ振幅スペクトルを図 2.35 と図 2.36 に示
す．また，表 2.18 に鷹取目標応答と再現された応答の再現性を示す． 
図 2.35 において目標応答は時間の経過とともに振幅が減衰していくという特徴があるが，
再現応答はほぼ一定の振幅とが 30s 秒ほど続いた後に，振幅が急に小さくなるという特徴を
示している．図 2.36 では 0.8Hz 付近で再現応答が目標応答の 2 倍に達しており，これが目
標応答と再現応答の時刻歴の形状に影響を及ぼしたと考えられる．再現応答の最大値は目
標応答の最大値のおよそ 90%であるが，補償入力波 TL の実験によって再現された応答の再
現誤差は X 方向:31.47%，Y 方向:25.56 となる．コントローラ W を設計する際に，線形モデ
ルの 1 次振動数(0.32Hz)と 2 次振動数(0.82Hz)に焦点を当ててコントローラを設計している．


























図 2.37 補償入力波 TN の実験結果(X 方向)


























図 2.35 補償入力波 TL の実験結果 図 2.36 補償入力波 TL の実験結果
(フーリエ振幅スペクトル) 




























(a) X 方向 



































(a) X 方向 






そのため，伝達関数 Tryは 0.3~0.8Hz で 1 未満になっており，再現応答の 0.3~0.8Hz の振動数
成分が目標応答に達しきれていない．再現性があまり高くないもかかわらず，再現応答の
最大値は目標値のおよそ 90%に達している．これは，図 2.36 における 0.8Hz 付近での再現
応答のフーリエ振幅スペクトルが目標応答の卓越を大きく上回っているからである．  
表 2.18 補償入力波 TL の再現性 
X Y X Y X Y
目標応答 0.38 0.47 4.42 4.22
再現応答 0.31 0.36 4.00 3.80 31.47 25.56
結果/目標 0.83 0.76 0.91 0.90
変位 (m) 加速度 （m/s2) 再現誤差 (%)
60%
 




た．この新たな補償入力波 TN を加振入力波として採用した E-ディフェンス振動台実験の
再現応答と目標応答を図 2.37 に，そのフーリエ振幅スペクトルを図 2.38 に，増幅システム
のせん断力と変形量の関係を図 2.39 に示す．また，表 2.19 に目標応答と再現された応答の
再現性を示す． 
図 2.37 では，目標応答がもつ振幅が減衰するという特徴をとらえている．補償入力波 TN

































補償入力波 TN による剛性 





の持つ 2 つのピークを再現している．再現応答の最大値が目標応答の最大値のおよそ 0.8 倍
であるが，これは目標応答がもつ 3 次振動数以降の周波数成分を本研究の提案する増幅シ
ステムでは励起できないことに起因している．  
表 2.19 補償入力波 TN の再現性 
X Y X Y X Y
目標応答 0.50 0.62 5.89 5.63
再現応答 0.45 0.52 4.43 4.42 16.12 21.32
結果/目標 0.89 0.83 0.75 0.79
80%
変位 (m) 加速度 (m/s2) 再現誤差 (%)
 
2.6.3 人工目標応答を再現する振動台実験 
(a) 線形モデルに基づく加振入力波（償入力波 HL）による再現実験 
2.5.3(a)で求めた補償入力波 HL を用いた実験によって再現される応答と人工目標応答を
図 2.40 に，そのフーリエ振幅スペクトルを図 2.41 に示す．また，表 2.20 に人工目標応答と
再現された応答の再現性を示す．再現誤差に着目すると，X 方向，Y 方向において 30%近



























図 2.42 補償入力波 HN による実験結果
（Y 方向） 


























図 2.41 補償入力波 HL による実験の
再現応答（フーリエ振幅スペクトル）






























(a) X 方向 





図 2.43 補償入力波 HN による実験の再
現応答（フーリエ振幅スペクトル） 






























(a) X 方向 






くになっており，補償入力波 HL によって再現された応答の 1 次イベントでは人工目標応答
の 0.8 倍であり，2 次イベントでは人工目標応答の 0.7 倍となった．つまり，線形モデルに
基づいて同定した補償入力波 HL によって再現された応答は人工目標応答に達していない． 
表 2.20 補償入力波 HL による最大応答値と再現性 
X Y X Y X Y
目標応答 0.93 1.50 3.31 5.43





(b) 弾性トリリニアモデルに基づく加振入力波（補償入力波 HN）による再現実験 
2.5.3(b)で求めた補償入力波 HN を用いた実験によって再現される応答と人工目標応答を
図 2.42 に，そのフーリエ振幅スペクトルを図 2.43 に示す．表 2.21 に人工目標応答と再現さ
れた応答の再現性を示す．図 2.42では人工目標応答の最大振幅が 5.4m/s2であるのに対して，
再現された応答の最大振幅は 3.4m/s2 に留まっている．図 2.43 では人工目標応答と再現応答
の卓越振動数はほぼ同じ 0.32Hz になっているが，再現応答の最大振幅が目標応答の最大振
幅をとらえきれていない．補償入力波 HN による再現誤差（X:21.77%, Y:28.44%）が補償入
力波 HL による再現誤差（X:28.97%, Y:29.51%）を若干下回っており，鷹取目標応答の再現
実験ほど明瞭ではないものの，実験システムが有する非線形性を考慮することによって再
現性を高め得ることが示された．ただし，この振動台実験で再現された最大変位は目標最
大値の 60%程度であり，目標値を大幅に下回っている．増幅システムの補償入力波 HN に











































補償入力波 HN による剛性 






表 2.21 補償入力波 HN による最大応答値と再現性 
X Y X Y X Y
目標応答 0.93 1.50 3.31 5.43
再現応答 0.61 0.87 2.44 3.44 21.77 28.44
再現誤差 (%)
HN
変位 (m) 加速度 （m/s2)
 
 






すると，補償入力波 HL のほうが補償入力波 HN よりも人工目標応答を再現できている．そ
こで，補償入力波 HL による予備実験結果を反映して 1 次イベント，2 次イベント別に入力
振幅を調整した修正補償入力波 HL を作成する．予備解析による検討を踏まえ，1 次イベン
トでは積層ゴム支承が許容最大変形の 0.75 m を超えないように 1/0.8 (=1.25)よりも小さい
1.1 を乗じ，2 次イベント部分においては 1/0.7 (=1.4)をそのまま乗じることで修正補償入力
波 HL を作成し，本実験に採用した．このとき，アキュムレータ放出油量は 14.5 kl であり，
制約条件を十分に下回っている． 
本実験において，修正補償入力波 HL を実験システムに入力して得られた応答と目標応答
を図 2.45 に，そのフーリエ振幅スペクトルを図 2.46 に示す．また，表 2.22 に目標応答と再
現された応答の再現性を示す．この修正補償入力波 HL によって再現された時刻歴応答は，
これまでの再現応答(図 2.40)よりも目標応答が持つ 1 次や 2 次のイベントを再現している．
また，図 2.46 においても，目標応答のピークを再現応答が十分にとらえており，これによ
って再現誤差が 20%未満となった．この際に，積層ゴム支承の最大変形は 1 層目が 0.75 m，
























図 2.45 修正補償入力波 HL による実
験結果（Y 方向） 
図 2.46 人修正補償入力波 HL による応
答のフーリエ振幅スペクトル 






























(a) X 方向 






2 層目が 0.70 m となり，この加振実験では積層ゴム支承の変形能力を最大限に利用するこ
とができている． 
表 2.22 修正補償入力波 HL による最大応答値と再現性 
X Y X Y X Y
目標 0.93 1.50 3.31 5.43












試験体の各階には各種の家具什器を用意した．2 階にはオフィスを模擬した 2 部屋を用意し
た．3 階には 2 段ベッドと子供用ベッドを設置し，4 階ではキッチン･食卓・居間を持つ一
般住居を模擬した部屋を用意した．5 階には自動販売機とシステムバスを設置した．このな
(a) オフィス 1 (b) オフィス 2 
(c) 居室 (d) キッチン 
図 2.47  室内写真（実験前）
 39
かで，オフィス，居室，キッチンを取り上げ，実験前の室内写真を図 2.47 に示す． 
















(a) オフィス 1 (b) オフィス 2 




















応答の最大加速度 Afと最大速度 Vfによって式(2.14)に，家具（重心高さ h，幅 b）の境界振



































Vπ=  (2.14) 
11
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指針によって推定される家具の短軸方向の転倒限界加速度 A0を表 2.23 に示す．また，既往
の研究 2.23) に従って，2 段重ねの書庫を下部単体，上部単体，上下一体にモデル化した検討
では，上下一体モデルの転倒限界加速度が最も低くなった．そのため，2 段重ねの書庫の転
倒限界加速度は上下一体にみなした場合の転倒限界加速度である． 
表 2.23 家具の諸元と転倒に関する実験結果 
No. 家具 W (mm) D (mm) H (mm) Fb (Hz) A0 (m/s2) 転倒
1
2









12 書庫(2段重ね) 880 400 2200 0.61 1.78
13 書庫（大） 600 400 1790 1.16 2.19









































YES：転倒した）．再現された応答の Y 方向の最大加速度は 4.31 m/s2，X 方向の最大加速度
は 2.92 m/s2 である．表 2.23 から，耐震対策のあるすべての家具は転倒しなかったことがわ
かる．耐震対策が施されていない家具については，9 個が転倒し，残りの 5 個が転倒を免れ
た．配置された家具の転倒限界加速度と実際に再現された応答加速度を照らしあわせると，
表 2.23 の No9~11，No19，No20 は，床応答加速度が指針による転倒限界加速度 A0を上まわ
っているが，実際には転倒していない．No9~11 が転倒しなかったのは，それ以前に転倒し
た家具によって支えられたからであり，他の転倒した家具によって支えられていなければ，
No9~11 は転倒した可能性が高い．一方，No19 と No20 は，ビデオによる検証から，床応答
加速度が 3 m/s2 を越えたあたりからすべり出したことを確認した．No19 と No20 は，この
すべりによって転倒モーメントが減少し，転倒を免れたといえる．床応答加速度が 3 m/s2
程度からすべりを生じたことに着目すれば， No19 と No20 のタイルカーペットに対する静
止摩擦係数はおよそ 0.3 となり，指針によって想定されている金属とじゅうたんによる静止










































ーが効いていないコピー機の静止摩擦係数を 0.1 とする．コピー機の解析では 100 kg の質
量を持つ 1 自由度系モデルを用い，完全弾塑性の履歴を与える．解析用入力波としては，
実験で再現された長周期地震動を受ける超高層建物の床応答に加え，エルセントロ波(レベ
ル 2：最大速度を 0.5m/s に基準化)を受ける低層建物の床応答を採用する．エルセントロ波
による床応答は固有周期 0.5秒の 1自由度弾性解析(減衰定数 2%)によって得られたもので，
最大床応答加速度 13 m/s2・速度 1.1 m/s は，それぞれ超高層建物の最大床応答値と比べると
加速度で約 3 倍，速度で約半分となる． 
解析から得られたコピー機の軌跡を図 2.51 に示す．超高層建物の床応答を受けるコピー
機の最大速度と最大変位は 2.45 m/s と 1.46 m に，また累積変位は 116.6 m に達した．一方，
エルセントロ波を受ける低層建物のコピー機の最大速度と最大変位は 1.60 m/s と 0.30 m に
なり，累積変位は 14.3 m となる．超高層建物の床応答を受けるコピー機の最大速度はエル





ー機の場合では最大速度，変位は 1.42 m/s，0.17 m となり，累積変位は 4.8 m となる．一方，
超高層建物の床応答を受けるコピー機の最大速度，変位は 0.05 m/s，0.01 m に，累積変位は










を入力地震動として，せん断 30 質点系モデルによって 30 階建て超高層建物を想定
した地震応答解析を行った．東遊園地波を受ける超高層建物は，長周期地震動の影
響を受け，3 分以上もの長時間に渡って大きく揺れるという結果を得た．鷹取波を受
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手法として Minimal Control Synthesis (以後，MCS)  3-2,3)が提案されている．MCS は，MRAC
に比べてコントローラの設計パラメータが少なく，設計が比較的容易になっているため，

















MCS のボード線図を図 3.1 に示す．MCS における制御対象は状態空間表現によって，式
(3.1)として表される．このとき，制御入力 u は式(3.2)のように規範入力ベクトル r と応答値




= +x Ax Bu+d  (3.1) 















K α y y βy y










( )e mx x x= ≡ −∵e e ey C x  (3.4) 
m m m m= +x A x B r  (3.5) 
T
m m+ = −PA A P Q  (3.6) 


















のため，任意行列 Q の設定が複雑になる．そこで，本研究においては規範モデルを常に 1
であると設定することによって，MCS によるコントローラの制御対象から開放する． 
































ey r y= −  (3.9) 























って，αと βの設定方法を考察する．  
式(3.3)を離散化すると，式(3.11)となる．式(3.11)では，変動に追従させるボリューム調整
の大まかな位置を α が決め，その大まかな位置を基点とした変動調整を β がすることにな
る．また，式(3.11)では，α と β は独立していることから，それぞれを独立に設定すること
で，コントローラの追従性をより高めることができる． 
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になるまで計算を繰り返し行う．ただし，この過程において，比例ゲインとなる K と Kr は
自動的に調節されるが，その初期値は零に設定している．αmax とβmax が決定した後に，比例
ゲイン（K と Kr）の初期値 K, Kr0を決定する．この際には，αとβを収斂した最大値の半分
(αmax/2，βmax/2)に固定し，計算する過程で収斂していく K と Kr を次の計算の初期値にする
















1( ) ( )s s −= + −P D C I A B  (3.13) 
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=  (3.14) 
 
 
A：システム行列， B：入力行列， C：出力行列， D：直達行列， x：状態ベクトル，u：
入力ベクトル，y：出力ベクトル，s:ラプラス演算子，である． 
逆伝達関数による入力波同定手法のボード線図を図 3.3 に示す．制御対象の入力波 u から

















効果を持っている．感度関数 S は目標値に対する誤差の伝達関数 TFr→eとして式(3.18)に，Q
感度関数は目標値に対する入力の伝達関数として式(3.19)に，相補感度関数 T は目標値に対
する再現される応答値の伝達関数 TFr→yとして式(3.20)に与えられる．感度関数 S は目標値












1( ) ( ) 1W s S s ∞⋅ ≤  (3.15) 
2 ( ) ( ) 1W s Q s ∞⋅ ≤  (3.16) 
3( ) ( ) 1W s T s ∞⋅ ≤  (3.17) 
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提案されており，2 つのリカッチ方程式を解く DGKF 法 3-13)が広く使われている．これらの





































線形システムとして，図 3.6 に示す 1 質点系モデルに固有振動数:1Hz，減衰:3%を想定す
る．この線形システムの入力に対する応答加速度の伝達関数は式(3.13)から式(3.28)として与
えられ，これを図示すると図 3.7 となる．  









































図 3.6 1 質点系モデル
ω 
h 
図 3.9 閉ループの伝達関数 
















図 3.7 線形システムの伝達関数 
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( ) 22 22 2
hωs ωTF s
s hωs ω
+= + +  (3.28) 
 
線形システムには，兵庫県南部地震で観測された JR 鷹取波 NS 成分を，サンプリング周





 逆伝達関数をコントローラとする場合に，式(3.28)の 1 質点系の伝達関数から逆伝達関
数を導出する．ただし，逆伝達関数は分母多項式より分子多項式が大きくなり，高周波数
帯域の応答を無限大に増幅する関数となるため，入力波の同定ではローパスフィルタを逆
伝達関数に乗算する必要がある．ここでは，10Hz 以上を対象とした 5 次のバターワースフ
ィルタを用いる． 
H∞法に対しては，式(3.9)の閉ループ TFr→y が当該周波数帯（ここでは，線形システムの
固有振動数 1Hz 近傍）において，そのゲインが 1 になるように，重み関数を配置する．多
数回の試行錯誤を重ねた上，重み関数として W1=[1 10000;10 1], W2=[1 10;3000 1] , W3=[0 0; 0 
0]を設定する．この重み関数を用いて H∞最適制御問題を解くと，γ=0.1 になり，閉ループ




















する振動数帯域はフィルタの設定に用いた 10Hz を上限としている． 
表 3.1 線形システムに対する再現応答誤差と同定入力誤差
制御手法 逆伝達関数 H∞ MCS
同定入力誤差 0.01% 0.05% 0.06%
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スシア係数を 0.3 に，降伏後の剛性低下率を初期剛性の 0.1 とする．この非線形システムに
























































また，再現応答誤差と同定入力誤差を表 3.2 に示す． 










形特性に完全に追従しているとはいえない．図 3.14 (c)の MCS によって同定された入力波は，


























































































































制御手法 逆伝達関数 H∞ MCS
同定入力誤差 156.78% 6.79% 0. 30 %




















本研究では Inverse Dynamic Compensation via Simulation (IDCS) 3-14)の open-close loop にし
たがって，無規範モデル化した MCS の有効性を逆伝達関数や H∞法を用いた手法と対比し
つつ検討する． 





17(a)の close-open loop と呼ばれる．数値解析モデルに対する制御入力を，実際の応答から試





MCS による非線形制御手法を IDCS の close-open loop にしたがって，その有効性を検証










は，接触するまでの距離を 10mm に設定している．実際の非線形システムの全景を図 3.19
に示す． 
図 3.16 アクティブ制御
u y PrealCrealr 



























ム波に対して，最大加速度が 1m/s2, 3m/s2, 5m/s2 になるように調節して，振動台への入力と
した．このシステム同定の結果を表 3.6 に示す．表 3.6 においては，入力波振幅が大きくな
るにつれて線形システムの固有振動数が低下する傾向があるが，概ね 1.8Hz 程度である． 
表 3.6 システム同定 
入力振幅　 [m/s2] 1.00 3.00 5.00
振動数 [Hz] 1.95 1.89 1.83
減衰定数　[%] 4.0% 4.5% 4.5%  
 
図 3.22 非線形システム 
図 3.20 ランダム波 


















































図 3.21 線形システムの応答 
(b) せん断力と変位 
(a) 時刻歴 








































振幅 2.5m/s2 で入力した実験結果を図 3.23 に示す．接触による非線形特性を数値解析によっ
て模擬するために，既往の研究 3-15)で用いられるモデルを用いる． 
このモデルでは，接触力は弾性復元力と減衰力の和として式(3.29)となる．弾性復元力に
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これによって，等価な球の半径 R は 0.49m となる．また，接触中における減衰は反発係数
として付与することが前提となっているため，ここでは反発係数 r=0.8 とする． 
先の実験の振動台上で計測された加速度を上記の非線形要素を持つ数値解析モデルに入


























この伝達関数から一般化プラントを構築し，重み関数として 3.4.2 で用いた W1=[1 10000;10 
1], W2=[1 10;3000 1] , W3=[0 0; 0 0]を利用する． 
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H∞法のコントローラとしては，数値解析で同定された入力波は数百 Hz までの高振動数成











(c) 無規範モデル化した MCS  
無規範モデル化した MCS によって非線形システムに対して目標応答を再現する．MCS
に用いるパラメータ(α, β, K, Kr)は 2.2(b)に示した手法に従って，α=10, β=25, K=-10, Kr=10 と
する．数値解析で同定された入力波は数百 Hz までの高振動数成分を含み，最大加速度が



















































図 3.27 MCS の実験結果 
再現応答
目標応答
















































図 3.26 (c)に示す． 
図 3.26 (a)において最大振幅が 9.6 m/s2 というように，H∞法によって同定された入力波と
は多少の差異が生じているものの，同じような形状を示している．この MCS による同定入
力による再現応答は図 3.26 (b)となり，再現応答誤差は 1.70%であることから，再現応答は
目標応答を十分に再現できている．また，MCS による再現応答も目標応答との位相差が生
じているが，これもフィルタリングに起因にしている． 
3.6.3 無規範モデルに基づく MCS による非線形制御実験  
3.6.2 における数値解析的検討を通して，逆伝達関数では再現応答誤差が 250%にも達し，
H∞法と MCS においては再現応答誤差が 2%程度でありほぼ等しい．実際の実験においても
両手法は同等の再現性を示したことから，ここでは MCS によって同定された入力波による
実験結果を紹介する． 
上記の加振入力波を用いた振動台実験の結果を図 3.27 に示す．図 3.27 (a)は振動台上で計























































図 3.24 逆伝達関数の数値解析 
再現応答
目標応答







































けるモデリングの高度化も一つであるが，図 3.16 の IDCS の close-close loop を用いること
によって再現応答誤差を大きく低減できる． 
 
3.7 MCS による多層非線形構造物への入力波同定手法 
これまでに無規範モデル化した MCS を応用した 1 質点系の非線形システムへの入力波同
定を実施し，その手法の有効性を検証している．ここでは，非線形多質点システムを対象














































図 3.30 非線形システムの骨格曲線 






































(c) 1 質点目 
図 3.31 層間変形とせん断力係数











































図 3.32 絶対加速度応答 
 69
3.7.1 非線形 3 層構造物の地震応答解析 
非線形多質点構造物として，各層 1000kg の 3 質点系構造物を想定する．各層の剛性に関
しては，1 次固有振動数が 1Hz になり，1 次モードに置ける各層の変形量が等しくなるよう
に設計する．これによって，各層の剛性は１層：229kN/m，2 層：195kN/m，3 層：130kN/m
となる．このときの各固有振動数は，1 次：1.0Hz，2 次：2.5Hz，3 次：3.9Hz となる．減衰
は，1 次固有振動数に対して 2%を想定し，初期剛性比例型を用いる．非線形性として図 3.30
のバイリニア型の履歴特性を想定し，各層の弾性限変位を 0.05m とし，降伏後の剛性低下
率を初期剛性の 0.1 倍とする．これはベースシア係数が 0.35 の場合に相当する．この非線
形構造物に対して，兵庫県南部地震で観測された JR 鷹取波 NS 成分を，サンプリング周波
数を 1000Hz として入力する．そのせん断力と変形の関係は図 3.31 に，加速度応答は図 3.32
になる．図 3.31 のせん断力と変形の関係では，バイリニア形状を示していることから，そ
の質点系が断塑性応答となっている． 





求まる．また，H∞法で制御対象に作用させる重み関数は，3.4.2 と 3.5.2 で採用した関数を
そのまま用いる．同定入力波に対しては，3 次のローパスフィルタを 20Hz から使用する． 
はじめに，1 質点目の伝達関数と目標応答からその目標応答を再現する入力波を同定する．
このとき，目標応答に対する再現応答（つまり閉ループ）の伝達関数(TFr→y)を図 3.33(a)に






















































図 3.34 1 層の伝達関数による応答再現
(a) 3 層目 
(b) 2 層目 





















































幅スペクトルを図 3.33(b)，(c)に示す．図 3.33(a)では，10Hz 以下の振動数領域において応答
倍率が 1 であることから，高い再現性が期待できる．しかしながら，再現された入力波に
おいては，元の入力波には含まれていないパルス状の波形が生じており，特に，それは主








る各層の応答は図 3.34 となる．主要動を含む 20 秒までの再現応答は目標応答の差が確認で
きるが，20 秒以降においては再現応答と目標応答がで一致している．これによって再現誤
差は 5.0%となる． 
上記の方法と同様に，2 質点目と 3 質点目を対象とした入力波同定を実施している．これ
らの場合においては，同定入力誤差が 100%を大きく超えてしまい，精度の高い入力波を同
定することができていない． 






































図 3.36 応答再現 




























































(a) 3 層目 
(b) 2 層目 

















れは，3 質点構造物の 1 次振動数から 3 次振動数までが 5Hz 以下であり，その振動数領域に
おいて同定入力波が高い精度で同定されているため，再現された応答も目標応答に近接し
ている．このとき，再現を目標とした 1 層目の再現誤差は 0.49%である． 





3.7.4 3 質点構造物の全応答からの MCS による入力波同定 
















































3.2.2(b)の方法に従って，パラメータを選択すると，α={6 6 6}，β={12000 12000 12000}, 




力波は，図 3.37 となる．表 3.3 には，同定された入力波の同定誤差と各層の再現された応
答と目標応答との再現誤差を示している． 
表 3.3 再現誤差と同定入力誤差
入力波 1層応答 2層応答 3層応答
同定誤差 [%] 0.0 ― ― ―











3.8 MCS による多層構造物の任意応答からの入力波同定 
前章において，断塑性応答を示す 3 質点系構造物の応答から H∞法や MCS によって入力
波を同定し，その再現性について検討した．H∞法においては，各質点の伝達関数と応答か
ら，入力波を同定したが，もっとも高い再現性を示した場合でも同定誤差は 52%となり，




ない．ここでは， n 質点中の任意 1 個の応答から入力波を同定する手法について，より高
い精度で入力波を同定する手法ついて検討する．  
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3.8.1 n 質点目の応答と i 質点目の応答の関係 
はじめに，n 質点目の応答と i 質点目の応答の関係性について整理する． n 質点システム
の最上層の質点だけを切り出したサブストラクチャに関して，n-1 質点目を基準とする n 質
点目の運動方程式は式(3.31)として与えられる．これは，n 質点目の絶対可速度応答 Rn-1が，
n 質点目を切り出したサブストラクチャ 1 自由度系の入力波になることを示している．同様
に，i-1質点目を基準とする i質点から n質点までの運動方程式は式(3.32)となる．この式(3.32)
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mi:i 質点目の質量，ki:i 質点目の剛性，ci:i 質点目の減衰係数，yn_i-1:i-1 質点目を基準とす
る相対変位，xgi-1:i-1 質点目の絶対変位，である． 
サブストラクチャに対する運動方程式は式(3.33)として与えられる．式(3.33)における各行
列は，n 質点系の上層 3 質点に対するサブストラクチャ（つまり，i=n-2）を想定すると，式
(3.33a)として表される．  
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Mn_i：i 質点から n 質点の質量行列, Kn_i：i 質点から n 質点の剛性行列, Dn_i：i 質点から n










3.38 に示すように， n 層構造物の最上層の応答だけが既知であるとした場合に，その構造
物への入力波を同定する手法について検討する． 
まずは，n 質点目の応答から一つ下の層によって構成される 1 質点系のサブストラクチャ
を構築し，既知となっているサブストラクチャの応答（n 質点目の応答）に対して MCS に
よる入力波同定手法を用いる．これによって，そのサブストラクチャへの入力波，つまり，
全体系における n-1 質点目の応答が求まる．この段階で，既知となっている応答は，n 質点
目と n-1 質点目の応答になる．ついで，上記の 1 質点のサブストラクチャに対して，n-1 質












3.9 MCS による多層構造物の任意一応答からの入力波同定 
前章において，n 質点系構造物の任意一応答から入力波を同定する手法について検討した．
ここでは，数値解析による 2 つの例題を通して，前述した手法の有効性を検証する．一例
目として，3.7.1 で用いた 3 層非線形構造物とその応答の任意一応答から，その応答を実現




3.9.1 非線形 3 質点構造物の一応答からの入力波同定 
3.7.1 の非線形 3 層構造物の地震応答解析において， 2 質点目の応答だけが既知であると
して，構造物へ入力した地震動を同定する．この入力波同定手法の各手順を図 3.40 に示す． 
この場合に，step1 のように 2 層目の応答だけが既知となっており，2 質点目の応答は 3
質点目のサブストラクチャの入力波である．step2 の 3 質点目のサブストラクチャを構築し
て地震応答解析を実施すれば，3 質点目の絶対加速度応答 R3が求まる．step3 のように，既
知となっている地震応答は R2と R3となる．step4 では，この既知となった応答（R2と R3）






































用いる．α={6 6 6}，β={12000 12000 12000}, K0={-114 -23 -44}, Kr0={115 22 44}である．この
ときには，地震動の 10Hz 程度の振度数領域までの再現を目標としているため，同定された
入力波に対しては 10Hz を対象とるローパスフィルタを用いている．同定された入力波を図
3.41 に，その同定入力波によって再現された応答を図 3.42 に示す．また同定された応答と
入力波の同定誤差と，その入力波によって再現された応答の再現誤差を表 3.4 に示す． 
表 3.4 再現誤差と同定入力誤差
入力波 1層応答 2層応答 3層応答
同定入力誤差 [%] 0.5 0.0 ― ―
再現応答誤差 [%] ― 0.0 0.0 0.0  







3.9.2 非線形 3 質点構造物への正弦波応答の再現 




目標振幅 [m/s2] 1.0 3.0 5.0 7.0 9.0
再現応答誤差 [%] 0.00 0.04 0.04 発散 発散








































自動的に収斂する値を用いる．これによって，各振幅の 1Hz 正弦波を 1 質点目に再現した
場合の再現応答誤差は表 3.5 となる．振幅が 1.0m/s2 の場合には，非線形 3 質点系構造物の
各層が弾性領域に留まっており，その再現応答誤差が 0.0%という非常に高い再現性を示し
ている．また，振幅が 5.0m/s2 以下であれば，再現応答誤差が 0.1%以下になる高い再現性を
保持している．1Hz 正弦波の振幅 5.0m/s2 を再現する場合に関して，その応答を再現するた





時刻歴を図 3.45 に示す．図 3.44 からも制御対象が塑性化し，非線形的挙動を示している．
また，図 3.45(a)と図 3.45 (b)においても，波形の勾配が急激に変化している箇所が確認でき，
非線形としての特徴が確認できる．図 3.45(c)の制御対象となる 1 質点目の加速度時刻歴で
は，多少の高振動数成分による影響が確認できるが，正弦波に等しい波形となっており，
高い精度で目標応答を実現できている． 


































































































図 3.42 再現応答 
(c) 1 質点目 
(b) 2 質点目 









































図 3.43 同定入力波 
(a) 時刻歴 
(b) フーリエ振幅スペクトル 



































図 3.44 構造物の履歴 
(c) 1 質点目 
(b) 2 質点目 
(a) 3 質点目 

































図 3.45 構造物の履歴 
(c) 1 質点目 
(b) 2 質点目 





本論では，Minimal Control Synthesis に基づいて，非線形システムを高い精度で制御可能
な制御手法を提案した．この研究を通して得られた成果と知見を以下にまとめる． 
 
1) 規範モデルを 1 にすることで，これまで制御対象の規範モデルに基づいていた MCS
を無規範モデル化した． 
2) 線形 1 質点系システムに対して，無規範モデル化した MCS は逆伝達関数や H∞法と
同等の性能を有していることが示された． 
3) バイリニア型の履歴を付与した非線形 1 質点系システムに対しては，逆伝達関数に
よる同定入力誤差が 156%, H∞法による同定入力誤差が 6.79%となった．これに対し
て，無規範モデル化した MCS の入力同定誤差は 0.06%という高い精度の入力波同定
実現した． 
4) バイリニア型の履歴を有する 3 層非線形構造物の任意一応答から実施した入力波同
定では，H∞法による同定入力誤差が 51.8%%に，無規範モデル化した MCS の入力同
定誤差は 19.3%となった．無規範モデル化した MCS に対して，3 層すべての応答に
基づいた場合の同定入力誤差は 0.0%となり，高精度の入力波同定を実現した． 
5) 無規範モデル化した MCS による入力波同定手法の改良を目的に，n 質点系構造物と
i-1 質点目の絶対加速度応答の関係性について検討した．これによって，n 質点系構
造物の i 質点から n 質点までを切り出したサブストラクチャに対しては，i-1 質点目
の絶対加速度応答が入力波になることを明らかにした． 
6) バイリニア型の履歴を有する 3 層非線形構造物の 2 質点目の応答だけに基づいた入
力波同定においても，n 質点系構造物と i-1 質点目の絶対加速度応答の関係を用いる
ことによって，同定入力誤差が 0.5%程度の高精度な入力波同定ができることを示し
た． 
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ムが自由振動すると，その応答の波形は x Hz の振動数成分によって構成される．このシス
テムが非減衰系であれば，x Hz の正弦波である自由振動が永久に続くが，非減衰系のシス


































ー消費(衝突前速度 v と衝突後速度 v’の速度変化)を，図 4.4 に示す 1 自由度系の粘性減衰系
の 1/2 サイクルの速度変化に相当すると考えることで，反発係数から衝突減衰定数を導出す
ることができる．球と剛壁の衝突の場合，反発係数 r は衝突前速度 v と衝突後速度 v’の比で
表され，式(4.1)のように衝突減衰定数 he と関連付けられる．衝突減衰定数に関して式(4.1)
を解くと式(4.2)となり，質量 m から衝突減衰係数 ceは式(4.3)となる．衝突減衰係数 ceと衝
突剛性 keから衝突中に作用する衝突力 Fcは式(4.4)として与えられ，一般に線形モデルと称
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4.3.2 衝突振動解析 
図 4.7 に示すように，高振動数システムを，ここで質量 m1，剛性 k1，減衰係数 c1に，衝
突システムを質量 m2，剛性 k2，減衰係数 c2，衝突距離 gp によってモデル化する．ここで，
衝突距離は初期状態における 2 質点間の距離である．衝突時に生じる衝突バネ変形量 z は，
衝突距離 gp と高振動数システムの相対変位 x1 と衝突システムの相対変位 x2 によって，式
(4.10)として与えられる．式(4.11)のようなステップ関数を用いると，衝突と非衝突は式(4.12)
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手法となるため，高振動数システムには 1000kg の質量を，衝突システムにはその 1/10 の
100kg を想定する．高振動数システムの固有振動数を 30Hz に，衝突システムの固有振動数
にはその 1/10 の 3Hz を設定する．また，減衰に関しては高振動数システムには 1%，衝突
システムには 3%を与える．衝突に関するパラメータ（衝突距離・衝突剛性・反発係数）を
表 4.1 のように設定し，入力波として衝突システムが共振する 3Hz 正弦波（最大振幅 2.0m/s2）
を用いて，衝突振動解析を行う． 










高振動数 1000.0 30.0 1.0
























































































図 4.10 実験システムの全景 
750 
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750mm，高さ 582mm，奥行き 450mm である．図 4.9 の各番号は，以下のように対応してい
る．実際の実験システムを図 4.10 に示す． 
 
① 質量 1（200kg）：剛体とみなせる鉄の塊 
② 質量 2（50kg）：剛体とみなせる鉄の塊 
③ 鋼プレート：質量 1 に剛性を与え，30Hz の高振動数システムを実現するバネ 
④ ゴム柱 (ウレタン 90)：質量 2 に剛性を与え，3Hz の衝突システムを実現するバネ 




実験システムの固有振動数・減衰を同定するために，図 4.11 のような 180 秒のランダム
波を振動台入力として採用した．一方のランダム波には 50Hz までの振動数成分が，もう一
方のランダム波 L には 10Hz までの振動数成分が含まれている．50Hz までのランダム波を
高振動数システムに，10Hz までのランダム波 L を衝突システムに用いて，システム同定を
行った．このときの入力波の最大加振振幅は 3.0m/s2，4.0m/s2，5.0m/s2である．表 4.2 に高






































図 4.11 ランダム波 
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表 4.2 高振動数システム 
最大入力振幅 [m/s2] 3.00 4.00 5.00
固有振動数  [Hz] 30.21 29.91 29.79




(b) 衝突システム A（ゴム柱 2 本）と衝突システム B（ゴム柱 4 本） 
衝突システムに対しては，ゴム柱を 2 本とする場合と 4 本の場合の 2 種類を用意する．2
本の場合を衝突システム A，4 本の場合を衝突システム B と称する．衝突システム A と衝
突システム B のシステム同定の結果を表 4.3 と表 4.4 に示す． 
表 4.3 衝突システム A 
最大入力振幅 [m/s2] 3.00 4.00 5.00
固有振動数  [Hz] 3.97 3.78 3.66
減衰定数 [%] 30.00 35.00 33.00
random wave L
 
表 4.4 衝突システム B 
最大入力振幅 [m/s2] 3.00 4.00 5.00
固有振動数  [Hz] 6.16 6.04 5.92




表 4.3 において衝突システム A の固有振動数は 4Hz 付近，減衰定数は 35%程度である．
また，表 4.4 において，衝突システム B の固有振動数は 6Hz 付近，減衰定数は 25%程度に
なる．これらの衝突システムには固有振動数の変化が顕著に見られ，高振動数システムの
固有振動数の変化が 1.5%程度であることに対して，衝突システム B の固有振動数の変化は
































図 4.12 ゴムの履歴特性 
(a) ゴム(2 本) (b) ゴム(4 本) 
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における，定常応答になるまでの衝突システム A と衝突システム B の変形量と復元力を図
4.12 に示す．履歴の正負において同様の傾向を示すため，図 4.12 では正領域のみを図示し
ている．また，復元力は衝突システムの慣性力から減衰力を差し引いたものである．全体
的な傾向として，変形量が大きくなるにつれて，各サイクルの最大値と原点との勾配（剛
性）は減少している．図 4.12(a)の衝突システム A に対する正弦波加振（振幅 5m/s2，振動数
3.7Hz）では第 1 サイクル（変形 2mm）の剛性は 34.9N/mm，第 2 サイクル（変形 5mm）の
剛性は 26.9N/mmであり，最後のサイクル（変形 20mm）では初期剛性の 60%である 20.1N/mm
までに低下する．これは，変形量が増大するにつれて，衝突システムの固有振動数が低下
することを示しており，5mm 程度の変形では 3.8Hz 程度に，20mm の変形では 3.2Hz 程度ま
で減少する．衝突システム B に対する正弦波加振（振幅 10m/s2，振動数 5.4Hz）では，第 3
サイクル（変形 5mm）の剛性は 52.4N/mm であり，変形 18mm に対応するサイクルにおい
て剛性は 44.7N/mm まで低下し，初期の剛性の 90%になる．このことから，5mm の変形に
対しては 5.2Hz，18mm の変形に対しては 4.8Hz 程度となる． 
4.4.3 衝突振動台実験 1（衝突システム 3Hz） 
衝突振動台実験では振動台入力波の振幅・振動数，衝突距離を変数として多数の実験を実
施したが，いずれの実験においても，以下に示す実験結果と近い傾向を持つ結果が得られ
た．ここでは，実施した実験の中で，衝突システム A と衝突システム B に対して衝突距離




















































図 4.13 衝突振動台実験 A (衝突距離:22mm)














































(b) 高振動数システムの応答(9~10 秒) 
(c) フーリエ振幅スペクトル 
図 4.14 衝突振動台実験 B (衝突距離:22mm)
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を 22mm として示す． 
(a) 衝突システム A 衝突距離 gp=22mm 
高振動数システムと衝突システムAの衝突距離 gpを 22mmに設定し，振幅 9.5m/s2の 3.0Hz
正弦波を振動台へ入力した．この振動台実験時の高振動数システムの応答加速度は図4.13(a)
であり，最大加速度 50 m/s2の定常的な応答が実現されている．また，実験の加速度計によ
って観測された最大加速度は 62.2 m/s2である．高振動数システムの応答のある 1 秒間(9~10
秒)を示すと図 4.13(b)となり，高振動数システムの応答の不連続となっているところで衝突
が生じ，入力波を 3Hz としているため，一秒間に 3 回の衝突が生じている．衝突直後には
高振動数システムの最大振幅が 50m/s2 程度であるが，減衰によって次の衝突直前の振幅が
10m/ s2にまで低下している．このように減衰の影響があるものの，図 4.13(b)には 30 回の起
伏が見られ，高振動数システムは 30Hz の振動数成分が励起されている．高振動数システム
の応答加速度をフーリエ変換した図 4.13(c)からも，入力波には 30Hz を励起する振動数成分
が全く含まれていないにもかかわらず，高振動数システムは 17.0m/s2の 30Hz の振動数成分
を励起している．入力波の振幅に対する衝突で励起された高振動数システムの応答加速度






(b) 衝突システム B 衝突距離 gp=22mm 
高振動数システムと衝突システム B の衝突距離 gpを 22mm に設定する．衝突距離が前節
と等しい 22mm に設定しているが，衝突システムの剛性が高くなっているため，十分な速
度で衝突させるためにはより大きな振幅の入力が必要である．振動台実験に用いた入力波
は，振幅 15.0m/s2の 5.0Hz 正弦波とした． 
この実験時の高振動数システムの応答加速度は図 4.14(a)であり，最大加速度 50m/s2 程の
定常的な応答が実現されている．また，実験の加速度計によって観測された最大加速度は
69.5 m/s2である．高振動数システムの応答のある 1 秒間(9~10 秒)を示すと図 4.14(b)となる．
図 4.13(b)において，高振動数システムの応答の不連続となっているところで衝突が生じ，
入力波を 5Hz としていることから，一秒間に 5 回の衝突が生じている．入力波を 5Hz とし
た場合には，衝突直後の振幅が 65 m/s2であることに対して，次の衝突直前の振幅が 45 m/s2
まで維持することになる．これは，入力波を 3Hz とした場合よりも一秒間あたりの衝突回
数が 2 回増えることから，振幅が大きく減少する前に次の衝突によって十分な振幅を維持
できることになる．図 4.14(c)の 1 秒間の時刻歴波形においても 30 回の起伏が確認でき，フ
ーリエ振幅スペクトル図 4.14(d)からも入力波は 30Hzの振動数成分が振幅 31.5m/s2程度で励
起されている．入力波の振幅に対する衝突で励起された高振動数システムの応答加速度の
 92
比は，フーリエ振幅スペクトルから 2.23 (=31.5/14.1) 倍である． 
 
4.5 実験結果と解析結果の比較 








る．再現誤差 Er は実験の応答のフーリエ振幅スペクトル Sexp，解析による応答のフーリエ











−= ×∑ ∑  (4.15) 
 
(a) 衝突システム A 衝突距離 gp=22mm 
衝突振動台実験Aの結果と衝突振動解析を比較する．衝突距離を 22mmとしているので，
衝突システムの最大変形もおよそ 22mm となる．4.4.2(b)の衝突システムの非線形性に関す





を 50kN/mm に設定する．また，反発係数に関しては，解析結果と実験結果を参照して 0.9
に設定している．この解析に用いた各パラメータを表 4.6 に示す．  
この振動台入力を用いて衝突振動解析を行うと，図 4.15(a)の結果を得る．さらに高振動
数システムの応答のある 1 秒間 (9~10 秒) を取り出すと図 4.15(b)となり，高振動数システ
ムの応答のフーリエ振幅スペクトルは図 4.15(c)となる．  










高振動数 200.0 29.5 2.0





が一致しており，その後 10 秒間の衝突回数(26 回)も一致している．衝突振動台実験の実
験結果には，衝撃による 100~200Hz の振動数成分が含まれているが，数値解析では衝撃加
速度を精度高く再現することは難しいため，ここでは衝撃加速度を再現性評価の対象外と
した．再現性を評価する振動数帯を 1~50Hz にすれば，実験結果の最大値（46.3 m/s2）と解
析結果の最大値（45.0 m/s2）は 2.7%の差になる．さらに，評価する振動数帯を 1~50Hz にす
れば，実験結果と解析結果の再現誤差 Er は 2.9%であり，実験結果と解析結果が高い精度で
一致する． 












図 4.16 衝突振動解析 B (衝突距離:22mm)
















































(b) 高振動数システムの応答(9~10 秒) 




















































図 4.15 衝突振動解析 A (衝突距離:22mm)
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高振動数 200.0 29.5 2.0
衝突 50.0 4.7 21.0
0.9 50.0 22.0
 
実験結果と解析結果では最初の衝突時間(1.6 秒)が一致しており，その後 10 秒間の衝突回
数(43 回)も一致している．数値解析における最大加速度は 131.9 m/s2 となり，衝突振動台実




値（63.7m/s2）の差は 8.3%である．さらに，評価する振動数帯を 1~50Hz にすれば，実験結





力積（衝撃）ft は接触時間∆te と衝撃力 f によって式(4.16)として定義される．ここでは方
形パルスの単位力積(1N·s)を仮定し，衝撃力は接触時間∆te によって式(4.17)として表すこと


















= Δ  (4.17) 
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F t t tt
t
Δ Δ⎧ < − <⎪⎪= ⎨ Δ Δ⎪ − ≤ ≤Δ⎪⎩
 (4.18) 










Δ= = Δ∫  (4.19) 







⎛ ⎞= =⎜ ⎟⎝ ⎠
∵  (4.20) 






[ms] 衝撃力 [N] 振動数比
衝撃入力
[N•s]
A 29.5 50.0 2.8 355.9 0.17 0.99
B 29.5 5.0 8.9 112.5 0.52 0.89  
衝突剛性を変化させることで衝撃力・接触時間と対象振動数(高振動数システム)に対する
衝撃入力の変化を検討する．これまでの衝突振動解析で用いた衝突剛性 50kN/mm の場合を
表 4.8A に，衝突剛性をその 1/10 に減じた 5kN/mm の場合を表 4.8B に示す．この際に，接
触時間，衝撃力，衝撃入力は式(4.9)，式(4.17)，式(4.20)から導出しており，接触時間を求め
るための等価質量は，これまでと同様に，高振動数システム(200kg)と衝突システム(50kg)
から求めている．衝突剛性 50kN/mm の場合(表 4.8A)では，衝撃力 275.7N，高振動システム
に対する衝撃入力が 0.99N·s となっており，大きな衝撃力が作用する代わりに高振動数シス
テムも十分刺激される．衝突剛性 5kN/mm の場合(表 4.8B)では，衝撃力は 113N，高振動数



























図 4.17 衝撃力のスペクトル 


























図 4.18 衝突振動解析 
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5.1 節で衝突振動解析に用いたパラメータの衝突剛性(50kN/mm)だけを 5kN/mm に変更し
て衝突振動解析を行った結果について，高振動数システムの時刻歴加速度応答を図 4.18(a)
に，それをフーリエ変換したものを図 4.18(b)に示す．衝突剛性をもともとの剛性(50kN/mm)
の 1/10 までに減少させたことで，接触時間が 8.9(ms)まで延び，図 4.15(a)においては最大衝
撃加速度が 107.2m/s2 であったものが，図 4.18(a) における最大衝撃加速度は 32.8m/s2 まで
低下している．これは，表 4.8B における衝撃加速度が表 4.8A の衝撃加速度の 30%程度にな
ることに対応している．図 4.15(c)では 30Hz付近の振動数が 16.6m/s2まで励起され，図 4.18(a)











を呈する 1 質点系同士の衝突における定常応答の近似解を導出することを試みる． 
4.6.1 衝突と力積 
 
図 4.19 のような質量 m1（衝突速度 v1）と質量 m2（衝突速度 v2）の衝突を理論的に扱う場
合，式(4.20)の運動量保存則と式(4.21)の反発係数 r の関係から式(4.22)の衝突後の速度 v1’, v2’











図 4.19 球と球の衝突 
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−= − −  (4.21) 
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+⎧ = − −⎪ +⎪⎨ +⎪ = + −⎪ +⎩
 (4.22) 
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ここでは，図 4.20 に示すような一質点系同士の衝突を，一定の力積を周期的に 1 質点系
を作用させる図 4.21 のモデルに簡略化し，このモデルにおける定常応答解を求める．外乱
D(t)が作用する 1 質点系の運動方程式は，式(4.24)として表すことができる．このとき，周
期 Tin(=2/ωin)で作用する一定力積 Ft とディラック関数δを用いることによって，外乱 D(t)を
1/fin 
D(t)
図 4.21 1 質点系に一定のパルスが作用 































⎧ = →⎪− = ⎨⎪ = >⎩
∫  (4.25) 
2
1 1 1 1 1 1
1
2 (1 sin )t in
Fx h x x t
m
ω ω δ ω+ + = −   (4.26) 
 
m1：システム 1 の質量，k1：システム 1 の剛性，c1：システム 1 の減衰係数，x1：システ
ム 1 の相対変位，h1：システム 1 の減衰定数，ω1：システム 1 の固有角振動数，D(t)：外乱，
δ：ディラック関数，Ft：一定力積，Tin：力積を作用させる周期，ωin：力積を作用させる角
振動数である． 
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⎛ ⎞− − −⎜ ⎟⎝ ⎠⎛ ⎞ ⎛ ⎞− − = − −⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎝ ⎠ ⎝ ⎠
 (4.27) 
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⎛ ⎞− − −⎜ ⎟⎝ ⎠
= =
⎛ ⎞ ⎛ ⎞= − − = − −⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎝ ⎠ ⎝ ⎠∑ ∑  (4.28) 
2 2
1 1' 1 ( 1)h hω ω ω= − ≈ ∵   (4.29) 



















( ) ( )1 11 1 1 1 1
1 1
sin cosh tt i i
Fx t e t t
m
ω α ω β ωω
−= −  (4.31) 
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2 2cos 1 , sin 1in in
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i i
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( ) ( )1 11 1 1 1sinh ti ix t K e tω ω θ−= −  (4.33) 
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i p h p h
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F e pi eK p
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− += =− +
πω
ω ω  (4.33a) 
( ) ( ) ( ){ }1 11 1 1 1 1 1 1 1sin cosh ti i ix t K e h t tωω ω θ ω θ−= − − + −  (4.34) 
 
最初の衝突で最大値を向える時刻 t 1_maxは i=1としたときの式(4.34)から求めることができ，
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は図 4.21 の 1 質点系を想定し，周期的に作用させる力積は強制的に速度を質点系に与える
ことで模擬する．つまり，与える速度 v は反発係数を 1 とすれば，想定する力積を質量の 2
倍で除したものになる． 
実際の数値解析では，質量量:200kg，固有振動数：30Hz，減衰：1%，力積：10Ns として，
4Hz と 5Hz に相当する一定の時間間隔で力積を与える．数値解析によって得られる高振動










とパルス振動数の比 p に対して，その擬似応答倍率を示すと図 4.23 となる．図 4.23 におい
ては，高振動数システムの振動数とパルス振動数の比が整数倍のときに，応答倍率が高く
なる．整数場合のときには，高振動数システムの動きを後押しするように力積が作用し，
非整数場合， 特に n+1/2 の場合には，高振動数システムの挙動を遮るように力積が作用す


























ωπ  (4.45) 
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π  (4.46) 
 
4.6.3 質点系同士の衝突の定常応答に関する検討 
図 4.24 に示すような定常波形入力による 1 自由度系の剛壁に対する衝突の定常応答解の
導出方法に関しては精力的に取り組まれている 4-25,26)．しかし，本研究が対象としている図
4.25 のような 1 質点系同士の衝突に対する定常応答解に関する検討はこれまでのところ見
当たらない．ここでは，既往の研究における一質点系同士の衝突の定常応答解の導出方法























































(a) 正弦波入力による 1 質点系の剛壁衝突 
         
図 4.24 1 質点系の剛壁との衝突        図 4.25 1 質点系同士の衝突  
 
定常波形入力による 1 自由度系の剛壁衝突の定常応答解の導出方法を紹介する 4-20,21)．図
4.24 に示す剛壁と片側のみで衝突する一自由度ばね・質点系の運動方程式は式(4.47)で表さ
れ，それを無次元化すると式(4.48)となる．ここで，Q は χ2(τi)=γとなる衝突時間の系列τi (Z ∋i)
の集合を，また gi (Z ∋i)はQに属する衝突時間系列を表す．式(4.49)は衝突による系の非線形
特性が，衝突時間τiに作用するインパルス入力に置き換えられることを示す． 
 
( ) ( )






m x c x k x A t
x t rx t x g+ −





( ) ( )




χ ζχ χ η ϖ τ χ γ
χ τ χ τ χ γ+ −
+ + = <⎧⎪⎨ = − =⎪⎩
 
   (4.48) 
2 2 2
2 2 2 2
2 2 22 2




A c k xt
k g m gk m
⎛ ⎞= = = = = =⎜ ⎟⎜ ⎟⎝ ⎠
∵ ωη ζ ω τ ω ϖ χω   (4.48a)
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m2：システム 2 の質量，k2：システム 2 の剛性，c2：システム 2 の減衰係数，x2：システ














衝突時間 0τ は外力の n 周期間に 1 回の衝突が発生する場合にかぎり，衝突時間は式(4.51)の
ように陽表示される． 
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伴う 1 自由度同士の衝突の運動方程式は式(4.53)と式(4.54)となる．ここで，Q は衝突時間の
系列 ti (Z∋i)の集合を，また gi (Z ∋i)は Q に属する衝突時間系列を表す．(4.53)と式(4.54)は衝
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i(=1,2)はシステム 1 とシステム 2 を示している． 










衝突速度 v1*は衝突システムの周期衝突速度 v2*と線形の関係にあり，その線形係数 Jは式(60)
として表される．この線形係数 J は周期衝突速度の比となっており，その線形係数 J を構成
するパラメータは質点同士の動特性や入力波の振動数のみによって構成されていることか
ら，この線形係数 J は陽に表現することができる．つまり，この線形係数 J によって，「v1
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vi*：衝突前速度の近似値，Fi*：力積の近似値，J：線形係数である．このとき添え字 i(=1,2)
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( ) ( ) ( ) ( )* * * * * *1 2 2 2 1 2 2, 1 1tF v v r m v v r m Gv= + − = +  (4.63) 
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( )
( ) ( )1 21 2 1 21 2
1m m r
F F v v
m m dt
+⇔ = − = −+  (4.64) 
表 4.9 インパルス振動解析 1 のパラメータ 





高振動数 200.0 30.0 2.0




ただし，衝突システムの固有振動数は 1Hz 刻みで 1Hz~10Hz までの振動数を想定し，入力
波には衝突システムと共振する振動数の正弦波を用いる．入力波振幅は 5.0m/s2 と 10.0m/s2
とする．上記のパラメータを用いた数値解析結果と式(4.66)と式(4.68)によって得られる定常
状態における力積と最大加速度を図 4.28 と図 4.29 に示す． 
図 4.28 においては，定常状態における力積と加速度が，数値解析解と近似解がほぼ等し
くなっている．同様に，入力振幅を 10.0m/s2 とした場合においても，近似解が概ね数値解析
解と等しく評価している．ただし，線形係数 J が 0.1 以下になるような極めて小さい場合に
は，数値解析解と近似解が大きく異なってしまっている．これらの場合には，衝突システ
ムと高振動数システムが 2 度当たりしていることに起因している．通常の衝突では衝突シ








図 4.27 数値解析モデル 
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は 2 度あたりが生じない場合にのみ有効であることが示されている．そのため，1 質点系同
士の衝突の定常応答を近似的に求める場合においても，2 度あたりが生じてしまう場合には
十分な近似ができないことになる． 
図 4.29 の線形係数 J=0.012 における，衝突システムと高振動数システムの時刻歴変位を
図 4.30 に示す．この場合において，衝突システムの固有振動数が 1Hz であることから入力
波も 1Hz の正弦波を入力することで共振させている．そのため，2 度あたりが生じない通常





また，線形係数 J が 1 を超える場合には，その挙動は不安定になることが式(4.65)によっ
て示されているが，図 4.29 においては J=1.09 の場合において近似解と数値解析解が等しく











































































































































このことから， 2 度あたりが生じなければ，近似解を導出する手法は 1 以上の場合にも
適用できることを示している．また，これまでの数値解析においては，線形係数 J が小さく
なるにつれて（例えば J=0.1 以下）の場合に 2 度あたりが生じていることを考慮すれば，近




































て，最大加速度が 1m/s2, 3m/s2, 5m/s2 になるように調節して，振動台への入力とした．この
システム同定の結果を表 4.10 と表 4.11 に示す． 
表 4.10 では，高振動試験体の固有振動数は 17Hz 程度であり，表 4.11 では衝突システム
は 2.5Hz 程度である． 
表 4.10 高振動数システムの動特性 
random wave 3.0 m/s2 5.0 m/s2
Freq.  [Hz] 17.24 17.00































図 4.33 衝突振動台実験の実験システム 
図 4.34 実験システムの全景 図 4.35 ランダム波 
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図 4.37 衝突振動台実験 (衝突距離:22mm）




















































(b) 高振動数システムの応答(9~10 秒) 
(c) フーリエ振幅スペクトル 
図 4.39 衝突振動台実験 (衝突距離:22mm）
鉄とゴムの接触 
図 4.38 接触面 
鋼と鋼の接触 
図 4.36 接触面 
 
表 4.11 衝突システムの動特性 
random wave L 3.0 m/s2 5.0 m/s2
Freq.  [Hz] 2.56 2.41







(a) 接触面：鋼と鋼 （入力波 3Hz，振幅 6.0m/s2，衝突距離 22mm） 
高振動試験体と衝突システムの衝突距離を 20mm に設定し，図 4.36 に示すように接触面
は各々鋼材となっている．この実験システムに対して，3 Hz 正弦波（振幅 6.0m/s2）を入力
した実験結果を図 4.37 に示す．時刻歴波形を図 4.37(a)に，そのフーリエ振幅スペクトルを




大きな振幅における固有振動数は 16Hz 程度であることを示している．図 4.37 のフーリエ振
幅スペクトルにおいても 16.5Hz の振動数成分が 8.4 m/s2 励起されている． 
この実験においても，衝突直後に 134.8m/s2 の衝撃加速度が記録されている．また，衝突
振動数が数百 Hz の高振動数となっているため，試験体が有する数百 Hz の高振動数成分が
励起されている．衝撃加速度と，それに伴，数百 Hz の高振動数のノイズによって波形全体
が大きく影響を受けている． 








図 4.39(a)の時刻歴波形では，衝撃加速度が 30.0m/s2 程度であり，ゴムシートのない場合の
衝撃加速度（134.8m/s2）から 22.3%までに低減されている．図 4.39(b)のフーリエ振幅スペ




前節において，衝突距離を 22mm に設定し，2 種類の接触面（鋼と鋼，ゴムと鋼）に対し
て，衝突振動台実験を実施した．システム同定によって得た衝突システムと高振動試験体
のパラメータによって，数値解析的に実験結果を再現することを試みる． 




して 0.9 とする．これらのパラメータを用いた衝突振動解析の結果を図 4.40 に示す． 
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(b) 高振動数システムの応答(9~10 秒) 
(c) フーリエ振幅スペクトル 
図 4.41 衝突振動解析 (衝突距離:22mm）



















































幅スペクトルは図 4.40(c)となる．数値解析結果（図 4.40(c)）と実験結果（図 4.37(c)）に対
する 1Hz~50Hz における再現誤差は 3.6%程度である． 










高振動数 735.0 16.2 5.0
衝突 200.0 2.2 25.0
0.9 120.0 22.0
 







きの反発係数はこれまでに用いてきた 0.9 を継続して用いる． 
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高振動数 735.0 16.2 5.0
衝突 200.0 2.4 25.0
0.9 10.0 20.0
 
  衝突振動解析によって得られる高振動数システムの応答を図 4.41 に示す．接触面が鋼
と鋼の場合には，衝突剛性を 120kN/mm に想定しているが，この数値解析の衝突剛性はそ
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第 5 章 構造物の地震応答を低減するすべり機構の開発 
 
5.1 はじめに 








































上部構造物には，図 5.1 のような剛体とみなせるコンクリート錘を用いる．両者の 4 隅角
部を PC 鋼棒で圧着し，鋼製フレームの 4 隅角底部に柱脚部をボルトで取り付け，上部構造
物から生じる鉛直力と水平力を柱脚底部まで伝達する．コンクリートスラブ錘と鋼製平面
フレームの合計重量は 77.8 kN である．上部構造物の接触面には鋼材を，もう一方の接触面
にはモルタルを用い，そのモルタルは H 型鋼台座によって支持される．材料試験によるモ
ルタルの圧縮強度は 35 N/mm2 である．上部構造物の接触面の鋼材は，図 5.2 に示す鋼製箱
型支持要素によって覆われ，鋼材接触要素によって支持される．また，基礎モルタルの摩
擦面が 75 mm×75 mm の正方形断面となるように鋼材接触要素を加工しており，摩擦面に
接触する 4 個の鋼材接触要素の平均面圧は 3.7 N/mm2 である． 
振動台に対して水平一方向可振とし，入力波は 1 Hz 正弦波を基本とする．入力波の振幅
に対しては，すべり速度が 1 m/s を超えるように振幅を調整する．すべり速度は，計測時間
刻み（0.01 秒）において測定されたすべり変位の増分から計算する．摩擦係数は，柱脚に
作用する水平せん断力をその上の全重量で除した値である．  


























1 Hz 正弦波（振幅 12 m/s2）を剛体試験体に入力した実験結果を図 5.3 に示す．図 5.3(a)
はすべり変位の時刻歴波形である．最初の 5 秒ほどはすべりが一方向に集中する傾向にあ
り，変位が約 0.5 m に達している．その後は，約 0.25 m の振幅で定常的なすべりを示して
いる．図 5.3(b)は摩擦係数とすべり変位の関係である．摩擦係数が約 0.8 のときにすべり出
し，すべりの進行とともに摩擦係数が 0.3 程度まで減少している．すべり止るときには再び
0.8 付近まで回復している．図 5.3(c)は摩擦係数とすべり速度の関係である．すべり始めて
から速度が上昇するにつれて摩擦係数が減少することが分かる．すべり速度が約 0.5 m/s に






動摩擦係数には，図 5.4 に示すように最大静止摩擦係数μs から定常動摩擦係数μd への移行
が連続的に進み，低速度領域から速度の増大にともなって摩擦係数は次第に低下し，定常
動摩擦係数に落ち着くという速度依存性が一般に認められている 5-17,18)．このような動摩擦

































































( ) ( ){ } 0xg d s dm x x mg e γμ μ μ −+ + + − =   (5.2) 
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m：質量， g：重力加速度，x：相対変位， xg：地動変位，である． 
(b) 実験結果の再現 
数値解析では，最大静止摩擦係数 0.75 に相当するすべりをバネ剛性 2940 kN/mm と弾制




するパラメータ γ を実験結果（図 5.5）に添うように決定した．ここでは，弾性速度依存モ
デルの各係数をμs=0.75, μd=0.35, γ =4 に設定する．両モデルに対する数値解析において，入
力波は実験時に振動台上で計測された加速度を用いる． 
この数値解析で得られる結果を図 5.5に示す．図 5. 5(a)はすべり変位の時刻歴波形であり，
弾性速度依存モデルでは，すべり初期段階においては実験結果との差異があるものの，全
般的に実験結果をよく再現しており，残留変位も一致している．動摩擦力一定モデルでは





擦係数を 0.75 とする動摩擦力一定モデルにおいて，その最大速度は実験結果の 1/5 程度に
とどまる．一方，弾性速度依存モデルは，実験結果の摩擦係数とすべり速度の関係をとら




柔性のある鋼構造建物を模擬するために，図 5.6 の各層 1 ton の鋼製フレームと積層ゴム
を 3 段に重ねた弾性試験体を用いる．積層ゴム 1 基の水平剛性の公称値は 100 N/mm であり，
試験体の 1 次振動数が約 2 Hz（周期 0.5 秒）になるように，1 層目に 8 基，2 層目に 6 基，
3 層目に 4 基を配置する．剛体試験体と同じモルタル付 H 型鋼台座は継続して使用する．入
力波は，剛体試験体のときと同じく，水平一方向の 1Hz 正弦波である．  
5.3.2 実験結果 
ここでは，剛体試験体と同程度のすべり速度に達した，1Hz 正弦波の入力振幅 7 m/s2の実
験結果を図 5.7 に示す．図 5. 7(a)はすべりの時刻歴波形である．約 0.15 m の振幅のすべりを
繰り返し，片方向に流れている．図 5.7(b)は動摩擦係数とすべり変位の関係である．すべり
出すときには摩擦係数が 0.8 程度であるが，すべりの途中には摩擦係数が 0.3 程度まで減少
する．ただし，剛体試験体のときに比べれば，動摩擦係数の減少は比較的緩やかである．
また，剛体試験体のときには，すべり止る直前に動摩擦係数が 0.8 付近まで回復していたが，


















図 5.5 数値解析による実験の再現 






























































さくなる．図 5. 7(c)は動摩擦係数とすべり速度の関係である．すべり出してから 0.2 m/s 付
近までは動摩擦係数が一定に保たれ，その後，速度の上昇とともに摩擦係数が時計回りに
低下する．減速過程においては，摩擦係数は 0.3～0.4 付近で比較的に安定した値をとり，
すべり止る前では 0.5 程度となっている． 





















































































図 5.9 数値解析モデル 





















( ) 0g rm x x f kz+ + − =   (5.4) 
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現する．図 5.10 に示す履歴を式(5.6)によって定義し，これを履歴速度依存モデルと称する．  
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限変位（0.001 mm）を付与することを前提とし，初期剛性 3330 kN/mm を用いる．定常動摩
擦係数は，剛体試験体の場合と同様に，0.35 とする．その他の係数については，実験結果
と解析結果を比較しながら決定し，履歴速度依存モデルの係数にはμs=0.85, μd=0.35, γ =1.2, 
η =3.0 を用いる．さらに，比較のために剛体試験体で得た弾性速度依存モデルに対して，最
大静止摩擦係数μs のみを 0.85 に変更したモデルを用いる（μs=0.85, μd=0.35, γ =4）．弾性試験
体を模擬する 3 質点系の各層の剛性は実験から得られる各層の復元力と変形から導出した
（1 層：0.87kN/mm，2 層：0.67kN/mm，3 層：0.45kN/mm）．また，弾性試験体の減衰定数
は 1 次固有振動数（1.7Hz）に対して 3%であることを実験結果の自由振動波形から確認し




























 (e) すべり速度と摩擦係数 
図 5.11 数値解析 






































































 (d) 弾性速度依存 
(a) すべり変位の時刻歴 































はすべる柱脚の上に上部構造物を代表する 1 質点形モデルをのせ，全体としては 2 質点モ
デル（図 5.12）を用いて，地震応答解析を実施する．想定する構造物に対して，柱脚の質
量は上部構造物の質量の 1/3 程度になると仮定し，柱脚の質量と上部構造物の質量比を設定




ん断力-層間変形関係は図 5.13 のトリリニア型の骨格曲線とし，第 2 分枝と降伏後の剛性低
下率は，それぞれ初期剛性に対して 0.7，0.1 とする．すべり柱脚の最大静止摩擦力μs を 0.85
に固定し，上部構造物の降伏ベースシア係数 Cbyを 0.5~1.7 の範囲で変化させる．最大静止
摩擦係数μs に対する上部構造物の降伏ベースシア係数を強度比 R (=Cby/μs)とすれば，降伏
耐力比は式(5.7)として表すことができる．なお，この解析において，質量比（mb/m1）は 1/3











= +  (5.7) 
 
入力波としてエルセントロ NS, タフト NS を用いる．この地震動 2 波の速度応答スペク
トル Sv（h=0.03）を基準にし，固有周期 0.5 秒の速度応答スペクトルが 1.0 m/s, 2.0 m/s, 3.0 m/s
になるように調整したエルセントロ波 NS を EL1，EL2，EL3 と，同じくタフト波を Taft 1，
Taft 2，Taft 3 と表記する．図 5.14 に，EL1 と Taft1 の速度応答スペクトル Sv（h=0.03）を示
す．なお，EL3 は原波（地動最大速度 0.32 m/s）の約 4 倍，Taft 3 は原波（地動最大速度 0.15 
m/s）の約 8 倍である．EL1 と Taft1 が地動速度 0.5m/s の地震動レベルに概ね相当する． 
(c) 損傷評価 
構造物の損傷評価に関して，すべり柱脚は経験した最大すべり変位を，上部構造物は総
エネルギー入力を対象とする 5-29)．建物への総エネルギー入力 E は式(5.8)となるが，構造物
の損傷に寄与するエネルギー入力（損傷累積量に相当）ED は式(5.9)となるこの損傷に寄与































図 5.12 すべる構造物のモデル化 
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( )1 10 0 0t t t kE m yydt c yydt F y ydt= + +∫ ∫ ∫    (5.8) 






入力地震動 2 波に対して，3 つの摩擦モデルを用いた解析から得られた，柱脚が経験した




デル（図 5.15(a)）では，EL 3 と Taft 3 に対して 0.3 m 程度となる．弾性速度依存モデルでは，
EL 3 に対して 0.5m，Taft3 に対して 0.6m となり，履歴速度依存モデルに比べて 2 倍程に過
大評価する．一方，動摩擦力一定モデル（図 5. 15(c)）では，Taft 3 や EL 3 に対して 0.1 m
となり，履歴速度依存モデルのおよそ 1/3 程度と小さい値を示している． 
(b) 上部構造物の損傷 
上部構造物の損傷率を図 5.16 に示す．上部構造物の損傷率は，降伏耐力比の 0.5（強度比 

































































































図 5.16 損傷率 
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期条件として層間変形を y0，層間速度を 0 に設定している． 
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⎛ ⎞⎛ ⎞< − =⎜ ⎟⎜ ⎟+ ⎝ ⎠ ⎝ ⎠
μ α αα  (5.23) 
 
弾性域にとどめるための条件式に従えば，質量比α（基礎柱脚の質量/上部構造物の質量）
を 1/3，入力加速度最大値 0.5g という条件に対して，ベースシア係数 0.5 程度の構造物は摩
擦係数を 0.14 程度に低減しなければならない．また，入力加速度の最大値を g とすれば，
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5.6.1 数値解析の諸条件  
数値解析において，図 5.17 に示す 2 質点系モデルによってすべる構造物を表現する．こ
のとき，構造物の質量を m1 に，すべる基礎の質量 mb=αm1 に設定する．上部構造物の固有
振動数を 3Hz，減衰定数を 2%に設定する． 
数値解析では，すべり挙動を模擬するために完全断塑性型のバイリニアモデルを用いる．





とで一意に求まる．入力波としてエルセントロ NS 成分, JMA 神戸 EW 成分を用いる．  
5.6.2 数値解析結果 
上部構造物に対してベースシア係数として 0.1~1.0 までを想定し，同時に，摩擦係数を
0.1~1.0 に想定した数値解析モデルに対して， 2 種類の地震動(JMA 神戸 EW とエルセント
ロ NS)を最大加速度 5.0m/s2 と 8.0m/s2 に調節して入力する．このとき，上部構造物に対する
すべる基礎の質量比αを 1,1/3,1/5 の三種類を想定している．これらの数値解析による摩擦係











数 0.2 以上から上部構造物が塑性化していない領域が生じている．その領域は図 5.20(a)より
も広く，条件式によって評価される弾性領域も，図 5.20(a)のときよりも広くなる．図 5.20(a)
において，条件式による弾性領域が圏外になっていたことに対して，図 5.20(d)では，ベー
スシア係数 0.5 以上において塑性化しない領域が生じることを示している．質量比を 1/3 と
する場合においても条件式によって十分に上部構造物を弾性域にとどめることができる．
条件式が質量比 1 のときに対して，安全側になりすぎていることに比べれば，質量比 1/3 の
場合には，その評価が数値解析結果に接近している．図 5.20(e)において，ベースシア係数
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図 5.20(c)や図 5.20(e)とは異なる塑性状況を示している．これは，図 5.20(b) ,(d), (f)の入力加
速度の最大振幅を 8.0m/s2 とする場合にも同様の傾向が確認できる． 
(b) 上部構造物を弾性域にとどめる簡略式 
これまで示してきたように，上部構造物を弾性域にとどめる条件式はその役割を果たすこ
















































































































(e) α=1/5 Ag_max=5.0 m/s2 









































































(a) α=1 Ag_max=5.0 m/s2
条件式による弾性領域 簡略式による弾性領域


















































量比を 1/3 とする場合（図 5.20(c)と図 5.20(d)）においても，簡略式によって，数値解析結
果の塑性率が 1 となる境界と十分に近接することが示されている．特に，摩擦係数が 0.1~0.2
において，簡略式と塑性率が 1 となる境界が重なっている．質量比を 1/5 とする場合（図
5.20(e)と図 5.20(f)）においても，これまでの結果が示すように，簡略式によって数値解析結





















(a) モルタル (b) モルタル+黒
図 5.23 すべり面
図 5.21 実験システム 
総質量
(4.6ton)














れる．このとき，1 層目の質量は 1250kg，2 層目の質量は 3350kg であり，試験体の合計重
量は 45.1 kN となる．基礎モルタルの摩擦面が 75 mm×75 mm の正方形断面となるように鋼
材接触要素を加工していることから，摩擦面に接触する 4 個の鋼材接触要素の平均面圧は
2.0 N/mm2 である．実際の実験システムを図 5.22 に示す．また，黒鉛を敷き詰める前の基礎
モルタルの表面は図 5.23(a)となっており，黒鉛を敷き詰めると図 5.23(b)となる．このとき，
基礎モルタルに 3kg（1 基につき 0.7kg）相当の黒鉛を敷き詰めており，これは，試験体の
全重量の 0.07%に相当する． 
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図 5.24 剛試験体(1Hz 正弦波)







































(c) 摩擦係数とすべり速度 (b) 摩擦係数とすべり変位 
(a) すべり変位の時刻歴 

























図 5.25 弾性試験体(1Hz 正弦波)
(a) すべり変位の時刻歴 
(b) 摩擦係数とすべり変位 
上部構造物を剛とする場合には，図 5.21 のように 2 層目の鋼製フレームを 10 基の積層ゴ





取り外すことで実現する．これによって，弾性試験体は 1 層目と 2 層目の鋼製フレームと
その間の積層ゴム 10 基によって構成される．また，剛試験体と同様に，弾性試験体の動特












動台実験を実施した．このときも，剛試験体と弾性試験体の 2 種類を用いている． 
(a) 剛試験体 1Hz 正弦波入力 







(b) 弾性試験体 1Hz 正弦波入力 














































a a aF A S=  (5.25) 
b b b a bF A S A S= ≈  (5.26) 
 
Fa:潤滑剤なしの摩擦力，Aa: 母材との真実接触面積，Sa: 母材のせん断強さ，Fb:潤滑剤あ


































図 5.28 弾性試験体(1Hz 正弦波) 































(b) 摩擦係数とすべり変位 (c) 摩擦係数とすべり速度 
(c) 摩擦係数とすべり速度 
図 5.27 剛試験体(1Hz 正弦波) 










































施した．このとき， 2 種類の試験体に対して，2 種類の入力波（正弦波，JMA 神戸波）を
用いているが，JMA 神戸 EW 成分を入力した実験に対しては弾性試験体の実験結果のみを
紹介する． 
(a) 剛試験体 1Hz 正弦波 
剛試験体に対して，1Hz 正弦波（振幅 6.8m/s2）を入力した実験結果を図 5.27 に示す．図
5.27(a)において，すべり振幅が 0.15m 程度であり，時刻歴波形が正弦波状の滑らかな形状を
示していることから，安定したすべり挙動となっている．このときの残留変位は 0.1m 程度




が 0.2m/s 以下では摩擦係数が低下する傾向があるが，0.2m/s 以上では，動摩擦係数が安定
して 0.12 になっている． 
(b) 弾性試験体 1Hz 正弦波 
弾性試験体に 1Hz 正弦波（振幅 5.5m/s2）を入力した実験結果を図 5.28 に示す．図 5.28(a)













(c) 弾性試験体 JMA 
兵庫県南部地震によって観測された地震動（JMA 神戸 EW 成分）を弾性試験体に入力し
た実験の結果を図 5.29 に示す．すべり変位の時刻歴である図 5.29(a)では，5 秒程度から 25




























デルの各係数をμs=0.18, μd=0.12, γ=20 に設定する．この係数を用いた弾性速度依存モデルを
合わせて図示している．また，図 5.30 において比較的低い速度領域から定常動摩擦係数に









で得た最大静止摩擦係数と定常動摩擦係数に 0.008 を加算する． 
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図 5.33 弾性試験体(1Hz 正弦波) 












































物を 2 質点系モデルで表現する．このとき，基礎柱脚の質量 m を 1250kg に，上部構造物の





きの初期剛性は，すべるまでの弾制限変位を 0.0001 mm に設定し，すべり始める摩擦力（す
べり始める摩擦係数×全重量）を弾性限変位で除した値を用いることにする．弾性速度依存
モデルに対しては，最大静止摩擦係数 0.18 ですべり始めるため，初期剛性は 8.1×104kN/mm
となる．また，定常動摩擦係数(0.12)に基づいた動摩擦力一定モデルでは，初期剛性は 5.4




(a) 剛試験体 正弦波の数値解析 






















































(b) 弾性試験体 正弦波の数値解析 









(c) 弾性試験体 JMA の数値解析 
弾性試験体に対して JMA 神戸波を入力した数値解析の結果を図 5.34 に示す．図 5.34(a)
のすべり変位の時刻歴では，実験結果の 6~7 秒において，すべり変位が 0.3m まで急激に増
大し，両解析結果はそのすべり振幅を概ね再現している．これに対して，その直後の正方
 146
向へのすべりは実験結果に比べて 0.1m ほど過大評価されている．図 5.34(b)において，弾性
速度依存モデルと動摩擦力一定モデルともに，実験結果のすべり速度を正領域において
















から速度の増大にともなって摩擦係数は次第に低下し，すべり速度 1.0 m/s 程度から
定常動摩擦係数 0.35 に落ち着くという傾向が示された．弾性速度依存モデルによっ
てその動摩擦特性を表現できることを示した．  











4) 地動速度が 1.2m/s になるような極大地震動だけでなく，より一般的な地震動（レベ




て，質量比が 1/3，ベースシア係数が 0.5 程度の直置き型鋼構造建物に対しては，す
べり面の摩擦係数が 0.2 以下であれば，上部構造物は塑性化するほどの損傷を受けな
いことを示した． 
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最大変位が振動台限界変位（1.0m）の 1.5 倍に，必要油量が限界油量(20kl)の 17 倍以上にな
った．これによって，各目標応答を振動台への直接入力とすることは不可能であった． 
上記の課題を克服し，振動台実験によって目標応答を再現するために，振動台の制約条件
以上の応答を実現するための実験システムを考えた．この実験システムは径 1.0 m の積層
ゴム支承 4 基で支える層を，極厚コンクリートスラブ錘を介して 2 段重ねとする増幅シス
テムの上に，床応答を再現する鋼構造架構を有する．このように増幅システムを 2 段重ね
にすることで，1 次モードに特化した応答を再現する場合には，積層ゴム支承単体の変形性































力波 HL）の再現誤差は補償入力波 HN の再現誤差ほど低くはなかったが，補償入力波 HL
によって再現された応答の最大値は目標最大値に比較的近くなった．そのため，家具什器
に関する大振幅応答再現実験では，補償入力波 HL の実験結果に基づいて，さらに補償入力












6.3 Minimal Control Synthesis による非線形構造物の制御のまとめ （3 章） 




















次に，n 質点系構造物と i-1 質点目の絶対加速度応答の関係性について検討した．n 質点
系構造物の i 質点から n 質点までを切り出したサブストラクチャに対しては，i-1 質点目の
絶対加速度応答が入力波になることを明らかにした．この関係性より，i 質点の応答だけが
既知となっている場合には，i+1 質点から n 質点のサブストラクチャに対してその応答を入
力すれば， i 質点目以上の応答がすべて得られる．ついで，それらの応答郡と i 質点から n
質点のサブストラクチャに対して MCS による入力波同定手法を用いれば，i-1 質点目の絶対
加速度応答を得ることができる．このような作業を地表面にたどり着くまで繰り返すこと
で，既知となっている一応答から，その応答を実現する入力波を同定できることを示した． 
上記の関係から，3 質点構造物の 2 質点目の応答だけを既知とした数値解析においても，
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上述の手法で再現誤差が 0.5%程度の高精度な入力波同定ができることを示した．また，非
























































（強度比 R=1.0）場合には，地動速度が 1.2m/s になるような地震動に対して，履歴速度依存




較的小さい．また，地動速度が 1.2m/s になるような地震動に対しても，強度比 R を 1.0 に
すれば，上部構造物の損傷率は柱脚が固定された場合の半分以下にまで低減される． 
強度比 R が 1 付近においてすべりによる損傷低減効果が表れるため，鋼とモルタルの最大
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